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はじめに
社会福祉士及び介護福祉士法が制定されて早や10年が
経過 した。この間、様々な制度改革が施行され、21世紀
の福祉社会に向けて社会福祉基礎構造の改革にまで及ぼ
うとしている。その功罪はともかく、地域のなかで一人
一人の人間がその人らしい生活営為を展開しようとする
時、経済的 0身体的 。精神的 。社会的・文化的な障壁が
立ちはだかり、十分な生活機能が遂行されない場合、援
助実践活動としてのソーシャルヮークが機能する。それ
は、一人一人の人間とその人達の生きる環境から成り立
つ社会生活へと働きかけ、総合的に生活を支援すること
である。この社会生活は、一人一人にとって具体的・現
実的・個別的な特徴をもち、 トー タルな領域から構成さ
れるものでもある。
したがって、社会福祉的施策だけではなく、教育・住
宅 0雇用・ 医療・保健等の施策と関連しあい、連結させ
ながら支援していくことが求められる。近年、主張され
る施策の統合化や連携の重要性はこのことを意味してい
る。特に福祉と保健 0医療との連携は執拗なほど社会福
祉法制 L、 さまざまな箇所に明記されている。その際、
社会福祉やソーシャルヮークの固有の視点、独自性はど
こにあるのか、という議論がしばしば提起される。だが、
他の諸領域の学問やそこにおいて確立された知識や技術、
方法と社会福祉におけるそれを見比べると、社会福祉に
おけるそれはどうもあいまい、かつ寄せ集め的で、ソー
シャルヮークの理論にしても、もっぱら英米の輸入品の
紹介と解説に終始 している印象をぬぐい去ることができ
ない。
たとえば、在宅介護支援センターのように法規定上、
明らかに「ソーシャルヮーカー又は保健婦及び看護婦又
は介護福祉士」というように福祉と保健・看護の専門職
を並記して配置することをうたっている援助実践組織も
あり、行政部門においても最近の健康福祉課や保健福祉
センターなどの表記にみられるように保健・医療の専門
職と機能のそれを福祉セクションと統合する動きも活発
化している。さらに地域に暮らす生活者の総合的な支援
を目標に援助実践活動を展開する際には、保健 。医療 0
福祉専門異職種相互でチームアプローチをしていくこと
は理念上、ほぼ常識化 している。ヘルパーと保健婦、ヘ
ルパーと訪問看護婦の同行訪問などはすでに各地で実践
されている。
ソーシャルヮークは単に人間の生活問題解決 0軽減ヘ
の援助の技術的側面のみならず、社会・生活環境に働き
かける社会福祉実践の方法として、人間が営む社会生活
の実態に迫り、それが十分機能・遂行する主体的かつ効
果的要件を整備・提供するところに援助の本質がある。
ところで、社会福祉士及び介護福祉士法によれば、
「社会福祉士 (ソーシャルヮーカー)とは専門的知識及
び技術をもって、身体上もしくは精神上の障害があるこ
と又は環境上の理由により日常生活を営むのに支障があ
る者の福祉に関する相談に応じ助言、指導その他の援助
を行うこと (相談援助)を業とする者をいう」と規定さ
れている。ソーシャルヮーカーが相談援助を業とすると
規定されているということは、単純に考えればソーシャ
ルヮークという業務も相談援助を中心とすると解釈する
ことができる。 しかし、ソーシャルヮークにとって相談
援助が固有なものであろうか。相談援助の内容の幅、概
念、とらえ方等に相違はあろうが、医師や看護婦は患者
や家族に対して疾病の問題や治療方法、健康回復上の事
柄、食生活の方法などそれなりの相談に応じ、助言、指
導を行うであろう。弁護士もクライエントに対 して彼の
かかえている法的問題に対して民法であれ、刑法であれ、
商法の範囲であれ、法律上の諸手続、問題、訴訟の方法、
解決策などの相談に応 じ、助言、指導を行うと考えられ
る。教師が生徒や保護者に対 して、牧師が信者に対して、
保健士が妊産婦に対して、ほとんどの職種は自分の専門
的業務の中で相応の相談・助言 。指導は実践していると
考えることができる。 しかし、それらは固有業務として
行われているわけではない。医師、看護婦、弁護士、教
師、牧師、保健士、栄養士、薬剤師、保母など、どの専
門職業をみても相談・助言 。指導は業務の重要な一環で
はあっても、それが固有業務としては位置づけられてい
ない。むしろ本来の固有業務が確立していて、相談・助
言・指導は付随業務としての位置を占めていると解する
ことができる。それならば、ソーシャルヮークは相談・
助言・指導を固有業務としながら何が付随業務としてと
らえられるのであろうか。あるいは他の隣接専門職種の
業務と同じように相談・助言・指導は重要な業務の一環
ではあっても、本来の固有性をもった業務が存在するの
であろうか。
本稿では、まずソーシャルヮークの援助概念や機能、
社会福祉援助活動としてのソーシャルヮークの固有な視
点などを整理し、確認する。
その上で、在宅介護支援センターの相談実態調査の結
果を分析しながら、ソーシャルヮークの相談援助機能と
は何かを明らかにしたい。このような探索的作業を通 し
て、相談援助の意味内容や相談面接機能を媒介にした在
宅介護支援センターにおけるソーシャルヮークの業務内
容を整理し、同時に高齢者ソーシャルヮーカーの役割に
ついても検討を加えたい。
1.ソーシャルニーズとソーシャルワーク
わが国において戦後、福祉国家の道を歩み始めた歴史
的経過の中では長い間、所得保障と福祉サービス給付と
が救貧対策として混在 して展開されてきた。しかし、超
高齢社会に突入しようという現在、完全雇用と所得保障
を中心とした福祉国家から、対人福祉サービスの拡充と
市民参加を中心としたウェル・ ビーイングとしての福祉
社会への転換がひとつの課題となっている。
人々の生活過程が自然と人間との物質的連関 (いわば
人としての側面)ならびに人と人との間における社会的
協働 (人間としての側面)を基礎として営まれる限り、
人々が生きるためのニーズは与えられた時代や社会の中
では、個人の恣意や主観からは相対的には独立した客観
性をもっている。この意味でニーズの本質は「客観的な
実在」といえる。だからこそニーズはソーシャルニーズ
と表現されることが正確なのであろう。
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そこで人間のソーシャルニーズの内容をみると、そこ
に衣食住や身辺介護などの基本的ニーズと、人間らしく
快適に生活営為を展開するための、より高次のニーズが
区別されたり、潜在的ニーズと顕在的的ニーズに区分さ
れたり、貨幣的ニーズと非貨幣的ニーズに区別されるな
ど、その構造性があることはよく知られている。したがっ
て、社会福祉学の理論体系をこれらニーズの位相にそれ
なりに対応させて、ソーシャルニーズ論→ソーシャルサー
ビス論→ソーシャルポリシー論の三段階にわけて再構成
し、それらを統合させてソーシャルアドミニストレーショ
ン論を位置づけるという整理の仕方も可能とされるので
ある。
ところで、一人一人の国民の生活障害や危機に対応し
て、それが個人や家族の自助努力だけでは、様々な限界
が生じ、その問題解決に対して、種々の制度と共に社会
福祉制度が作用し、ソーシャルヮークという援助が展開
される。
ソーシャルニーズは社会福祉実践レベルにおいては、
「利用者の基本的生活の自立に着目して自立を妨げてい
る障害を個々にかかえて社会生活機能に支障が生 じてい
る状態」と考えられるが、ソーシャルヮークは制度とし
ての社会福祉の基礎構造に立脚 しながら、ソーシャルニー
ズの解決・軽減・除去・予防 0回復のために働きかける
その過程と機能に実践活動の特徴を見い出すことができ
る。
2.ソーシャルワークの援助概念
ソーシャルヮークの目的は社会福祉政策の現実化・具
現化であり、それは政策の実践化としてのソーシャルニー
ズの解決である。いうまでもなく、社会福祉構造を構成
する主体は、国案・政府・地方自治体レベルの政策主体、
かかる政策を実施運営する基礎自治体を始めとする種々
の福祉サービス組織、団体、施設という運営主体、これ
らのいずれかの組織や団体、施設に所属する福祉サービ
ス援助実践の担い手としてのサービス提供主体、かかる
福祉サービスの提供を受ける利用者としての権利主体と
いう4層構造として存立している。
社会福祉政策の現実化・具現化の一端を中心的に担う
のはサービス提供主体としてのソーシャルヮーカーであ
る。彼等は専門的資格をもつ福祉労働サービスと専門的
知識・技法によって、生活支援を必要としている人々を
個別化する側面と制度を開発する側面の2側面を権利主
体である利用者の自立生活支援のために、駆使するので
ある。
そして、ソーシャルヮークは利用者の自立生活支援や
快適な人間らしい生活の維持、生活機能障害の解決や軽
減・除去、生活機能の回復・再構成という目的を基礎に
援助者としてのソーシャルヮーカーと福祉サービスを必
要とする利用者、またそれが実際に展開される多種多様
な場と、課題とされる生活の困難性や問題性、個別性、
多様性、緊急性、そして援助実践サービスの具体的展開
すなわち過程によって構成される。具体的展開は主とし
て「援助関係Jと、そこにおける面接を媒介とした相談 0
助言・指導や社会生活資源の利用を中心とした共同的働
きかけによって行われる「援助過程」によって構成され
る。この援助関係や援助過程は、ワーカー、クライエン
ト関係がもつ治療的意味と情緒的関係の重要性として注
目されなければならないものでもある。
ところで、ソーシャルヮークについてW・W・ベーム
はかつて「ソーシャルヮークは、個人の社会的機能を個
別的にまた集団的に高めようとするものであるが、それ
は人間とその環境との間の相互作用を構成する社会関係
に焦点を合わせた諸活動によってなされる。そして、こ
れらの活動は3つの機能によって分類することができる。
すなわち、そこなわれた能力の回復、個人的および社会
的資源の準備、さらに社会的によく機能 しないことに対
する予防である」と指摘した。
また、ベアとフェデリコは、ソーシャルヮークについ
て「ソーシャルヮークは、困窮を排除し、価値や期待を
実現させて人生の課題を達成するよう人の能力に作用す
る諸制度との相互作用に関心を払い、それに関与してい
くものである。人は社会的諸制度の相互作用の中で、よ
り広範な社会的善との脈絡のあるところで機能するので、
ソーシャルヮークの3大目標は次の通 りである。① 問
題の解決や処理能力を高め、人の成長力を増進させるこ
と、② 資源とサービスを人に提供するシステムの人的
操作やその効果を促進させること、③ 資源・サービス・
機会を提供するシステムを人と連携させること」と定義
し、この3つの目標に向けて相談援助を行うのがソーシャ
ルヮーカーであると指摘する。いずれも社会生活機能障
害をかかえた人間を個別的であれ集団的であれ、社会制
度や社会関係という環境との相互作用に軸を置いて、社
会生活機能の維持 0回復を目指すことがソーシャルヮー
クであると規定していることがわかる。人間が生活主体
者として生活の再構築を目指す場合、それは心理的・ 内
面的という内側の環境世界に働きかける援助と、社会関
係や社会制度のように彼の外側の環境に働きかける援助
の2側面的援助が必要になるであろう。従来から主張さ
れていたソーシャルヮークの適応援助機能と社会改良的
機能の2側面がこれに該当する。ベアとフェデリコとや
や類似 した概念として松井二郎は、社会生活機能障害と
して現れるニーズを「生活課題」という脈絡で把握する。
すなわち、「人々が生活課題に遭遇 し、課題を達成す
ることが困難な場合、① 人々の対処能力を高めること
によって、②人々を社会的諸資源に結びつけることに
よって、③ 社会的諸資源を改善・ 開発することによっ
て、人々と人々をとりまく環境システムとの交互作用の
場に対抗的相補性の回復 0増進をはかり、人々が課題を
自律的に達成 しうるように援助する活動」がソーシャル
ワークであるとするのである。
ところで、社会福祉は、「社会資源や施策のシステム
からなる社会福祉制度Tであり、一種の介入・支援シス
テムであると理解するならば、社会福祉サービスを必要
とする利用者自身の生活を中心にした内面的状況を含む
生活環境、家族や近隣、援助機関、援助施策などの援助
環境を総合的な視野に組み込みながら援助活動を展開す
る方法がソーシャルヮークなのである。なぜならば正確
には「社会福祉制度は、法的な形態、政策、サービス、
対人援助機関、ボランティア、各種の専門職業、ニーズ
に応 じて人々を援助することのできるさまざまな職業的
集団などの活動に表されてT体現されるものだからであ
る。かかるシステム的視点から太田義弘は、「 ソーシャ
ルヮークとは、クライエント固有の生活状況を基点に、
より豊かな社会生活の回復と実現を目指し、制度として
の社会福祉諸サービスの提供を通 じ、クライエントによ
る課題解決を可能にする援助活動の展開と、他方では、
社会の発展に対応した社会福祉の維持と、その諸条件の
改善・ 向上を目標にした専門的実践活動システムの過程
である」と規定し、この規定には、ソーシャルヮークの
実践特性を表示する次の8点が凝縮されているとする。
(1)クライエントの固有性と主体的視点を尊重した援
助
(2)人と環境を トー タルにとらえる生活援助概念
(3)より豊かな社会生活の回復と実現
(4)社会福祉諸サービスの提供と具体的問題の解決
(5)社会的自律性への援助を基本とした姿勢
(6)制度としての社会福祉の維持と、その改善・ 向上
への専門的活動
(7)ミクロからマクロにわたる実践活動システムヘの
インターベンション
(8)専門職業人による援助活動のシステム過程
以上である。この特徴から、ソーシャルヮーク援助の目
標も要援助者のニーズを軽減・除去・解決するという非
福祉的状況の解消にのみ置くのではなく、より豊かな社
会生活の回復と実現というニーズの拡大に対応した普遍
的なものへと構想され、そのためにソーシャルヮークの
実践活動は、クライエントヘの直接的援助だけを意味す
るのではなく、援助機関やそのサービスの再検討から、
それらへの働きかけ、あるいはミクロからマクロにいた
る制度・政策の改善・向上への組織的関与、つまリフィー
ドバックを通じた間接的援助活動をも含むものであり、
そのためにさまざまなレベルでのインターベンションが
重要視されるのである。
このことは個別の問題に現れた社会福祉問題を総合的
にとらえ実践する方法としてのシステム論を応用したジェ
ネリック0ソーシャルヮークに位置づけられるものであ
ろう。
3.ソーシャルワークにおける固有の視点
ソーシャルヮークの対象は、人々の生活過程で生じる
生命・健康破壊、生活危険や生活不能あるいは生活障害
などの社会生活問題に直面している、あるいは直面する
かもしれない個人、家族または集団 。地域である。つま
り、ソーシャルヮークとは社会生活を維持・展開してい
く上で多種多様な個別性をもって現出してくる諸問題の
解決・軽減・除去・防止など生活支援、生活援助という
視点とアプローチを通 して個人や集団、地域に働きかけ
ていく方法である。
ところで、生活とは、行為主体の展開する行為の広が
りと持続の複合的な実態であり、そのような行為過程と
行為場面の総称である。この行為主体を「生活主体」者
(または生活者)とみるのである。 この場合に生命維持
レベルの諸事実はもとより、生活者の内面世界である生
活意識レベル、さらには具体的な生活場面で活用される
文化諸項目も生活文化レベルとして、社会レベルの生活
事実の背後に位置しつつ日常の作用を加えるものと想定
される。
このように見てくると、「生活」とは人々の有機的・
心理的・社会的・文化的な諸レベルにおける行為が、社
会レベルで個々人が体験 し関わり合うニーズ0関係・規
範・ 資源の各次元の諸要素相互の関連と空間・時間の条
件づけのもとで (意識的または無意識的に)展開されて
いる複合的かつ持続的な事実の再生産過程である、と言
うこともできる。生活危険、不能、不安、生活機能障害
というのは、身体的 0精神的・経済的 0文化的 0社会的
ニーズ・関係・規範・資源の諸要素相互の関連に支障が
生じ、複合的かつ維持的な事実の再生産過程がそこなわ
れる事態を意味する。かかる生活をとりまく社会・文化
的な条件が大きく変動 し、今日、① 生活の内容やライ
フ・ スタイルが多様な選択肢を含み、その中からの選択
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が常態となる傾向、② 生活全体がよりよい生活を求め
て自己主張するようになる傾向、③ 生活主体の日常生
活に社会と文化が超個人的な力としてますます侵入する
傾向、④生活主体が達成価値に代わる生命価値の尊重
と福祉の具現を願望する傾向、⑤ 生活主体が豊かさの
もとで、クオリティ・ オブ・ ライフを志向する傾向、⑥
生活主体が社会と関わる積極的な主張として自己実現を
目指す傾向、⑦ 生活主体が自己の生活を合理的に把握
しプログラム化する必要が増大する傾向、③ 生活主体
にとって肥大化した社会・文化的な状況の定義づけが困
難となる傾向が「生活の質」をめぐる生活主体の身構え
(11)
としてますます強くなることが指摘されている。
図1生活システムの基本モデル
(襲轟の部分が人々の社会参加を基軸とした生活システムの中心的な
事柄である,
(出典,新睦人「生活システム」塩原勉・飯島伸子他編『現代
日本の生活変動』世界思想社 1991 p197)
同時に、生活の社会化現象も限りなく肥大化する中で
人々の生活を「私」を起点としながら追求すると、それ
ぞれに自らの生活ニーズを充足する過程で、具体的な生
活諸要素が相互に関係 しあって成り立っており、個々人
もまた自分の生活諸要素を組み合わせつつ一定のルーティ
ンにしたがって自分の「生活」を日々くり返している。
そこに組み立てられている秩序だった生活状況の集合的
な特徴と像が「生活システム」の内実である。社会福祉
の全体的システムは個々の生活システム保障としての意
味をもつことはいうまでもない。
さて、周知のように岡村重夫は、生活とは個人が社会
生活を送るために最低限欠かすことのできない基本的要
求 (社会生活の基本的要求)が充足される過程であり、
今日の社会でかかる要求を実現するのが「専門分業制臼
であると規定した。社会生活の基本的要求として岡村重
夫があげているのは、(1)経済的安定、(2)職業的安定、
(3)家族関係の安定と住宅の保障、に)医療と健康の保障、
(5)教育の機会、(6)社会的協同の機会、(7)文化・娯楽の
機会の7つであり、これらの要求を実現する専門分業制
度が、(鋤社会保障、(Ы職業安定制度ないし完全雇用制
度、(C)家族法・家族政策・住宅政策、(d)医療 。公衆衛
生制度、le)学校その他教育制度、(f)道徳・ 司法制度や
職域 0近隣、その他の社交団体、(g)文化・娯楽制度な
どである。岡村社会福祉学の出発点は、「生活は生活主
体と環境との相互関連体系であるJという籠山京の規定
である。岡村は、籠山において「生活主体・環境・生活
結果」の一環として、自明のものと前提されていた個人
の社会制度に対する関係を「社会関係」と名付けて、そ
の内的構造を究明している。
個人は、社会制度との間に一定の関係を保有すること
で、はじめて現実的な生活の主体者となりうる。一方、
社会制度はどんな制度もそれが存続していくためには、
社会制度集団を利用する個人に向かって特定の条件を課
さなければならない。すなわち、制度側の個人に対する
「役害1期待」である。
これに対して、個人は自己のもつニーズやこれを充足
する制度的機関の要求を、各人のもつさまざまな生活条
件と比較考量しながら利用すべき制度を選択 し、要求さ
れた条件を充足するための努力を払う。すなわち、個人
側の「役割実行」である。そして、社会制度の要求条件
と個人のもつ主体的条件の両者が調和する点で一定の
「社会関係」が成立する。
このように、個人の社会制度に対する関係は、社会制
度の制度的機能によって「役割」を客観的に規定される
側面と、役割の実行が個人の裁量・能力などの主体的条
件によって左右される主観的側面の二面がある。岡村は
この点に着目して、前者を社会関係の「客体的側面」、
後者を「主体的側面」と呼び、「社会関係の主体的側面」
から把握 した生活問題を「社会福祉問題」と名付けて、
「社会関係の客体的側面Jから把握 した「社会問題」 と
区別している。すなわち、「社会関係の主体的側面」で
あるところの「生活者J自身の主体的立場から「社会福
祉」問題をみることの独自の視点を提示したのである。
その上で、社会福祉を構成する固有の原理として、(1)
社会性、(2)全体性、(3)主体性、(4)現実性の4つをあげ、
これらの原理は基本的には専門分業制度のもつ欠陥や限
界を補う役割を果たす「生活者」の視点であり、各原理
は相互に密接に関連しつつ「一つの4面体」を構成して
いる。 したがって、社会福祉には2つの機能、すなわち
生活者の論理の自己貫徹を援助することによって現状変
革的に作用する機能と、生活問題を解決することによっ
て現在の社会体制を維持・強化する現状維持的機能の2
つの側面が含まれることになる:)
さて、これまで岡村重夫の論説を咀疇しながら概観し
てきたが、彼は「社会関係の主体的側面」にソーシャル
ワーク固有の視点を求めている。確かに、岡村重夫が論
じているように、制度・施策レベルにおいて現れる個人
は、平均化され、一般化された人間である。社会保障制
度の対象者は「国民一般」であるし、児童福祉、老人福
祉、障害者福祉の対象者も「児童一般」「老人一般」「障
害者一般Jである。その対象者属性をさらに細分化し、
「障害老人J「ひとり暮らし老人」「痴呆性老人J等々 と
して扱うこともできる。制度・施策レベルにおいて現れ
る人間はこのように一般化された人間である。このこと
は「障害等級表」のことを考えてみれば一目瞭然で、一
度このような基準が出来上がれば、この基準に照らし合
わせることから全てが始まる。ある人物が、この基準に
合致しているかどうかである。サービス受給要件を充た
しているかどうかの判定から始まり、原則として受給要
件を充たしていなければ何もできず、充たしていたにし
ても、そこにおけるサービスの給付はあらかじめ想定さ
れたニーズに対応する均一的0-般的サービスとなりが
ちである。要するに、制度・政策レベルでは、その人物
は「障害等級表第何級」に該当する人物として扱われ、
基本的には誰であろうと同一に扱われるのである。そこ
ではAさんとBさんの違いは現れてこない。例えば、指
の切断という客観的には同一障害を被った2人の人物が
いたとしよう。 1人はピアニスト、もう1人はヤクザで
ある。 2人は異なった生活世界、異なった社会関係の中
で生きている。この2人にとっての障害の体験的意味は
全く異なったものであろうことは想像できよう。たとえ、
第3者的視点からみて、同一の機能障害であったにして
も「 ピアニストにとって」と「ヤクザにとって」とでは
その障害体験の意味内容も、その抱える問題自体も生活
環境世界も、全く異なったものとなってしまうであろう。
だから当然のことながら、援助の中身もそれぞれ違った
(2め
ものとなっていくはずである。
つまり、制度・政策レベルからの接近では個々人の固
有の世界や人間関係、生活世界、価値づけ、人間や物ヘ
の関わり方や対処の仕方などは捨象されざるを得ないの
である。 しかし、生きるということや、生活するという
ことは、決して単なる生活の維持や機能の充足、適応の
問題だけではない。生きる、生活するということは利用
者の体験的な意味や具体的な対人関係と密接に関連しあ
う。だからこそ、援助の主体は利用者の主観的・体験的
現実、人間関係、生活世界へと接近する必要があり、彼
の今まで生きてきた、あるいは生きようとする世界に援
助の方法や関わり方は規定されていることをもう一度、
認識しなければならないと思われる。「社会関係の客体
的側面」を重視する制度・政策レベルに対して「社会関
係の主体的側面」にソーシャルヮーク固有の視点を求め
た岡村の意義はここにある。 したがっては岡村は次のよ
うに結論づける。「ソーシャルヮーク固有の機能を他の
専門職業との関係において規定するならば次の通りであ
ろう。宗教・ 医療・教育・司法等の専門分業的社会制度
ないし、それに関連する施策や対策が、すべて個人に効
果的に利用されるために、個人の生活条件を全体として
配慮することがソーシャルヮークの仕事である」と。た
だし、その際に、個々人の疾病や障害、生活課題等の意
味や世界認識は多分に生活の履歴性に規定されることに
なり、ソーシャルヮーク固有の視点と援助は、かかる個々
人の全体的現実状況における存在と履歴性を視野に入れ
た生活全体の再構造化へ向けられる事である、という点
は確認しておきたい。
4.在宅介護支援センターにおけるソーシャルワークの
実態
在宅介護支援センターは1989年、厚生省によって政策 0
提案された「高齢者保健福祉推進10ケ年戦略」でその創
設が打ち出され、その事業内容についても、「ニーズの
把握・評価・情報提供 。相談・助言・紹介」など実に多
様な業務が期待されている。
この在宅介護支援センターは保健福祉ニーズの24時間
にわたる総合相談受付窓口として、地域社会の在宅介護
支援システムの中核に位置づけられ、福祉関係職種とし
て「ソーシャルヮーカー」の配置が法条文上に規定され
ている。
在宅高齢者の介護ニーズや家族介護者の生活ニーズに
対応し、社会生活の問題解決や生活支援にアプローチし
ているのは、いうまでもなく社会福祉実践だけではない。
医療、看護、保健の分野や弁護士による司法分野、国や
地方自治体の政治的 0行政的実践などとの重なりや方法
論的共有によることが多い。特に、生活支援システムと
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援助実践体系としての保健・医療・福祉は実践の対象と
目的を共有しているので、総合的・包括的な専門職種に
よるチームアプローチが不可欠である。チームアプロー
チにしても、構成メンバーの知識や専門性などの力量を
結集 し、かつ的確、効率よく問題解決や生活支援にあた
ることが肝要である。
ゆえに在宅介護支援センターの職員には、福祉と看護、
保健の職種が配置され、チームアプローチによる援助実
践が求められているのである。保健も医療も福祉もその
実践は「生活システムJの理解を抜きにしてはなりたた
ない。特に最近では保健分野が生活行動や生活様式の変
容を期待 し、医療が疾病構造の変化のもとで生活の質を
問題にし、個人の尊重に重点を置くようになってきたF
こうした状況で生活支援を目的とした社会福祉の実践方
法としてのソーシャルヮークとは何か。ここでは、1997
年に実施された青森県下の「在宅介護支援センターの実
態調査結果」に基づきながら考究してみることにする。
本調査は、在宅介護支援センターにおけるサービス適
用・調整の方法を相談者、相談経路、相談内容、サービ
ス調整に関わった人、相談内容への対応の方法、サービ
ス提供の内容等、相談からサービス提供までの一連の流
れに沿った支援センター業務に関するものであり、「専
門的知識及び技術をもって、身体上もしくは精神上の障
害があること又は環境上の理由により日常生活を営むの
に支障がある者の福祉に関する相談に応じ、助言、指導
その他の援助を行うこと」(法2条)という「相談援助」
を業とするソーシャルヮーカーの業務と重ね合わせて検
討できると考えられる。調査内容は、(1)相談者及び相
談内容について、(2)相談内容に対応するための検討や
連携等について、ほ)相談内容への対応の方法と内容等
について、に)サービス利用へ対応するまでの相談回数・
期間等について、である。
【1】 相談対応者 0経路 0内容
さて、(表4-1)|こしたがって相談対応者をみると、
圧倒的にソーシャルヮーカーが多いことがわかる。(507
%)、ケアワーカーも含めて福祉専門職としてみると572
%、 看護婦、保健婦を含めて保健医療専門職は428%で
ある。一般的に、ソーシャルヮークは、福祉サービスを
必要とする人々に対して機関 0施設の情報を提供したり、
それらに送致すると共に、利用者、家族の心理的安定や
情緒的満足を確保する役割を果たす。同時に高齢者を取
り巻く環境の問題状況の改善や不十分な社会資源の拡充
のためにも機能する。
したがってソーシャルヮーカーの業務をパーソナリティ
(1)相談対応者 (表4-1)
1. ソーシャルヮーカー     1  507%
2.看護婦 (士)        1  326
3.保健婦 (士)        1  102
4.ケアワーカー        1  65
9)相談経路 (表4-2)
1.本人や家族から直接相談   1  553%
2.相談協力員から連絡     1  37
3.関係機関から連絡      1  335
4.その他           1  7.5
計        1 1000
(3)相談方法 (表4-3)
1.電話相談          1  180%
2.来所による相談面接     1  30
3.訪間による相談面接     1  480
4.その他           1  10
計       1 1000
14)相談内容 (表4-4)
1.経済・家族生活       1  96%
2.介護 0日常生活の援助    1  766
3.医療に関する相談      1  138
面十            1   1000
やよりよい人間関係の発展、社会福祉の促進などと広義
的に表現するのは、あまりにも一般化したとらえ方であ
り、これらは業務内容ではなく理想であり、理想が現実
化されるためには、ソーシャルヮークという職業が特定
の明確な内容を得た時である。社会的困難から自己を擁
護できない可哀想な人々を、せめて一定の生活水準にもっ
ていこうとする業務がソーシャルヮーカーの役害1だとい
う世間一般の理解であるが、このような「引き上げ屋」
という忌むべき言葉で表現されるのは、本当に望ましく
ないことである。
だからこそ、ソーシャルヮークの職務とは何か、とい
う問いかけに対 して一定の明確な提示を行い、それを社
会的に認証された専門職域として確立する必要があるの
である。そのためには、ソーシャルヮークの職業活動の
具体的な内容を実証的に明らかにし、この職業の存在の
必要性や意義を他の専門職に主張できる客観的な資料と
して、ソーシャルヮークの職務内容を明確にし、それを
確実に遂行できるソーシャルヮーカーを養成 し、配置し
ていかなければならない。
(表4-2)の相談経路をみると、本人や家族からの直
接相談 (553%)、関係機関からの連絡 (33.5%)、相談
協力員から連絡 (37%)の順で比率が高い。関係機関
というのは病院、保健所、福祉事務所等である。近年、
小地域を単位として要援護者一人一人に対 して近隣住民
が見守りや援助活動を行う、「小地域ネットヮーク活動」
が、社会福祉協議会を中心に展開されている。この活動
は「広く住民の参加を得ながら地区社協役員、自治会、
町内会役員、民生委員が調整役となってすすめられるも
のであり、必要に応じて専門家の参加によって運営され
るもの」と説明されている。小地域ネットヮークには、
要援護者と支援者である住民間のネットヮークと支援者
としての住民相互のネットヮークの二つがある。ネット
ワークは要援護者と支援者の一対一の対応ではなく、支
援者同士のネットワークが同時に形成される。前者は要
援護者に直接的に働きかける「要援護者ネットヮーク」
であり、後者は要援護者に間接的に働くことになる「支
援者ネットヮーク」といえる。これらの小地域ネットワー
ク活動の目的はいうまでもなく、地域の要援護者への見
守りや援助であり、加えてニーズのキャッチや緊急対応
の支援である。
すなわち、小地域ネットワーク活動の意義は、見守り
活動や日常援助活動を通して、要援護者や住民のニーズ
をキャッチし、同時にニーズの変化を感知し、地域にあ
る保健・ 医療・福祉の諸機関へ即時的にニーズの状況に
関する情報を伝達することにある。つまり、地域のなか
相談内容の内訳と傾向 (複数回答)  (表4-5)
?
?
??
?
?
?
1.家族関係調整
2. 生き力れヽ
3.年金・手当等の経済問題
4.人権・財産・扶養等法律問題
5。 社会関係調整
6.所得等に関するその他
44%
44
22
18
08
02
?
?
。
?
?
?
?
?
?
?
1.在宅保健福祉サービス利用
2.介護方法
3.介護用品等
4.老人保健福祉施設の入所・利用
5.痴果に関する相談
6.療養上の精神的支援
7.介護等に関するその他
31 4
138
98
9.2
6.6
38
22
?
?
?
?
?
?
?
?
1.健康管理
2.医療相談
3.手帳交付等
4.リハビリテーション
5.医療費
6.医療給付
44
44
2.2
18
08
02
に、見守り・発見・情報伝達 ◆送致 0支援・援助・保護
という在宅ケアシステムを創り_上げる一つの活動でもあ
るといえる。これらの活動の中核として期待されている
のが民生・児童委員であることは論をまたないであろう。
1987年、制度創設70周年を期して策定された活動強化方
策「これからの民生委員児童委員活動」のなかで、民生
児童委員は、①社会調査の働き (地域におけるアンテ
ナ的役割)、 ②相談の働き (地域における世話役的役害1)、
③情報提供の働き (地域における告知板的役割)、 ④ 調
整の働き (地域における潤滑油的役割)、 ⑤ 意見具申の
働き (地域における代弁者的役割)、 ⑥連絡通報の働き
(地域におけるパイプ的役割)、 ⑦ 支援体制づ くりの働
き (地域における支援的役割)という7つの機能を果た
す働きをすることが確認されている。青森県の在宅介護
支援センターの相談協力員の80%弱は民生児童委員の兼
職であることを考えれば、(表4-2)で相談協力員から
の連絡・紹介が37%というのは少ない数値なのではあ
るまいか。
小地域ネットヮーク活動のもとに社協や相談協力員と
のより密接な連携・協力体制を形成することは重要な課
題であり、在宅介護支援センターのソーシャルヮーカー
は、在宅ケアシステムの構築にもコミュニティヮーク的
役害1を果たすことも必要であるといえる。なぜならば、
コミュニティヮークは「人々の自然環境と組織的環境が
住民の福祉を高めたり、妨げたりする点に焦点を当て、
それによって同じ地域社会に生活する個人や集団の相互
作用を増進させようとするひとつの方法であり、コミュ
ニティヮークの目的は、多彩な生活課題に対応 し、困窮
を緩和し、希望と価値を実現 していく資源、サービス、
機会を強化することによって、社会生活機能を促進させ
る地域社会の力を強めること」だからである。そのため
に小地域ネットヮーク活動の形成や促進は大きな意味を
もつ。1996年、全国社会福祉協議会の「在宅介護支援セ
ンター機能のあり方検討委員会」がまとめた報告書にお
いても、支援センターが果たすべき機能として、(1)相
談援助機能、(2)サー ビス提供機能、と並んで (3)地域把
握機能、(4)ネットヮーク形成機能があげられているの
は、このことと無関係ではない。
次に (表4-3)によって、相談方法をみると、訪問
による相談面接が480%と最も多く、来所による相談面
接が330%と続き、電話相談が180%となっている。地
域に暮らす高齢者、家族は多様な生活福祉ニーズをもち、
苦悩 している場合が多い。だからソーシャルヮーカーは
積極的に家庭を訪問してアウト・ リーチ的面接を遂行し、
利用者の生活場面に踏み込んで生活環境世界の現実と意
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味を洞察しなければならないのである。問題解決にあた
るソーシャルヮーカーが利用者、家族の抱える生活問題
への見通しをもった援助を展開していくには、利用者が
今抱えている問題のどこをどう支えれば、利用者の主体
形成ができるのかを判断していく力や、援助者として何
を援助 していけるのかを見極めたり、選択していく力が
必要になってくる。ソーシャルヮークの援助過程は、ま
さに一連の生活問題解決のプロセスにほかならない。こ
のプロセスのなかで、ソーシャルヮークは側面的援助機
能や治療機能、調停機能、仲介機能、代弁的機能、資源
動員的機能、協働的機能、組織化機能、開発機能、出向
援助機能を発揮 していくのである。そのような意味で訪
間による相談面接は一種の出向援助機能を伴うものでも
ある。訪間にせよ、来所にせよ相談面接は、いわゆるイ
ンテークの段階の重要な第一歩である。ここでは、援助
者は利用者の問題が何かを発見すると同時に信頼関係づ
くりを始める段階でもある。そして、多くの利用者がそ
うであるように、利用者自らが抱える問題を整理し、間
題発生から現在に至るまでの経過について援助者と共に
共通認識を行う段階でもある。一定の問題整理をする場
合、もつれた糸をほどいていくために、少しくらいのも
つれは放置しておいて大きなもつれの部分を取り出し問
題の輪郭を確認することが必要となる。同時に利用者の
(32)
ワーカビリティについての見極めも大切である。
問題解決が必要な生活危機や課題を今すぐ除去するこ
とができないならば、せめて「このことだけでも見通 し
をもちたい」「とりあえずこの問題だけは何とかしたい」
という、危機をめぐる問題への適応をはかることも重要
なことである。
窪田暁子は、「不安と混乱に対する第一歩としては、
問題をできるだけ明確な構造をもった全体として見渡す
ための積極的な援助としての面接が必要である」ことを
指摘した上で、最初は事態の全懇が援助者にはみえない
し、利用者にとってもはっきりしない状態から相談が始
まることが多いので、援助者の最初の仕事は、現在の困
難な状況構造、その大きな枠組みをできるだけ筆太に明
確に描いて提示してみること。そこからとりあえずの一
歩を踏み出していけるような援助を行い、その過程を注
意深く見守っていくことの重要性を述べている。
いうまでもなく、ソーシャルヮーク実践は、ワーカー
と利用者との相談面接という場面を媒介に様々な生活支
援のための援助が展開されていくものである。ワーカー
と利用者の相互関係は、相談面接という出会いを媒介に
ソーシャルヮーク援助が促進されていくのであるから、
面接は単なる手段でも目的でもない。面接は援助のため
の方法で構成された特性をもっており、その方法の積み
上げによって援助目的が達成されることになる。ソーシャ
ルヮーク実践のための面接は、ソーシャルヮークの方法
を内包したものである。かつて、心理社会的アプローチ
によるケースワークを提唱したホリスはケースヮークを
「機能不全の内的 0心理的原因と外的 0社会的原因を分
析し、個人またはその家族のもつ社会生活の基本的要求
を満足させ、さらに適応できるように援助すること1)と
定義した。利用者をとらえるホリスの視点は、個人を全
体との関連でみようとすること、すなわち「人」と「状
況」と「その両方の相互作用」の二重の相互関連性から
なる「状況のなかの人間」であることはよく知られてい
る。
ホリスは、ケースワーク援助の類型の一つとして (相
談面接場面における)支持の技法をあげている。ホリス
は、クライエントの社会生活適応への援助を「診断」
(問題の原因の解明と分析)と「処遇」(トリートメント
すなわち問題解決への援助)について検討 し、「処遇
(トリートメント)」 の技法の分類に強い関心を持って個
人の内側への深さと相応して、次の6つを提案 した。①
持続的支持 (傾聴、受容、再保証、激励、愛情の贈り物)、
② 直接的指示 (賛意、強調、示唆、助言、主張、介入)、
③浄化 (カタルシス)、 ④現在の状況とそれに対するク
ライエントの応答、状況と応答の相互作用の性質につい
ての反省的話し合い、⑤ 応答の型や傾向の力学につい
ての反省的話し合い、⑥ 応答の型や傾向の発生的・ 発
達的要因についての反省的話 し合い、である。ホリスの
実践モデルは、今なお臨床的なソーシャルヮークに強い
影響力をもっている。ホリスの「処遇 (ト リー トメント)J
の技法はワーカーとクライエントの相談面接においても
極めて有効であると思われる。 したがって相談面接にお
いては、クライエントの発話する言語の意味内容や心の
動き、意図、深層心理までの総体的構造を彼の文化や生
活の履歴性などと関連させながら解読するのではなく解
釈することも必要になってくる。
相談面接を媒介として生活援助の支援を進めるために
は、問題の全懇とその解決の見通しを示しながら、まず
は利用者にとって最初の一歩が踏み出しやすい形での課
題を提起することが肝要である。山辺朗子は、「問題が
いかに発生したのか、またその問題をクライエントがい
かに対応 してきたのか、さらに問題をクライエントはど
う感じ、考えているのかなどについて丁寧に傾聴するこ
とで通 リー 遍ではなく、より詳 しい意味深い情報が得ら
れる」と指摘 し、その上でなお「クライエントの生活し
づらさや生き方のまずさを出発点にして、そこから達成
可能な範囲で課題を設定することが良心的である。でき
ない約束や、過大な目標設定は、クライエントもワーカー
も苦しみ、傷つくことが多い。そして、クライエントが
それまでの周囲の人とくり返してきた人間関係の悪循環
を、ヮーカ ・ー クライエントの関係の中で再現すること
にもなりかねない。ヮーカーとクライエントとが、お互
い納得できる目標設定ができて初めて、契約の成立と対
等な援助関係が樹立できる」のである。換言すれば、ヮー
カーとクライエントの援助関係樹立の出発点という意味
でもインテーク面接は重要な意味をもち、その後の援助
過程にも大きな影響をもつのである。
さて、電話であれ、来所であれ、訪間であれ、ソーシャ
ルヮーカーは、クライエントや家族の相談を受理 し、多
様な生活支援を展開していくのであるが、その内容は複
雑、多様である。(表4-4)および (表4-5)|こよって
概観してみると、在宅介護支援センターという組織特性
を反映して、高齢者の介護・ 日常生活の援助に関する相
談内容が圧倒的に多い。(766%)次いで医療に関する
相談内容 (138%)、経済 0家族生活に関する相談内容
(9.6%)、となっている。
これをもう少し詳 しくみていくと「介護 0日常生活の
援助に関する相談内容」では、① 在宅保健福祉サービ
ス利用 (314%)、②介護の方法 (138%)、③ 介護用
品等 (98%)、④ 老人保健福祉施設の入所・ 利用に関
すること (92%)、⑤ 痴果に関すること (6.6%)、⑥
療養上の精神的支援 (3.8%)、⑦ 介護等に関するその
他 (22%)、となっており、「医療に関する相談内容J
では、①健康管理 (44%)、② 医療相談 (4.4%)、③
手帳交付等 (22%)、④ リハビリテーション (1.8%)、
⑤医療費に関すること (08%)、⑥医療給付 (02%)
となっている。また、「経済・家族生活についての相談
内容」の内訳は、①家族関係調整 (44%)、② 生きが
い (22%)、③ 年金・手当等の経済問題 (16%)、④
人権・財産・扶養等法律問題 (06%)、⑤ 社会関係調
整 (0.4%)、⑥所得等に関するその他 (04%)、となっ
ている。
ソーシャルヮークの機能は相談面接という場面を契機
に具体的な情報の提供・代弁・連絡・調整・手続の代行。
助言・指導・紹介などを通してクライエントの社会生活
機能の維持・回復や適応を支援していく問題解決過程の
中に見いだされる。ピンカスとミナハンは、ソーシャル
ヮークの機能と関連づけてソーシャルヮーク業務を検討
し、業務の計画立案と実行はソーシャルヮーク実践の中
核であるとま旨摘し、ソーシャルヮーカーによって遂行さ
れる専門的介入活動と業務が次の諸機能のいずれかによっ
て規定されるとした。つまり、① 人々が元来、保有 し
ている問題解決および対処能力を助長したり、さらに効
果的に活用できるよう援助する、② 人々と資源システ
ムを連結する、③人々と社会資源システムとの相互作
用を促進 し、新 しい関係を修正したり築いたりする、④
資源システム内における人々の間の相互作用を促進 した
り、関係を修正 したり築いたりする、⑤ 社会福祉政策
の開発、修正に寄与する、⑥ 物的資源を供給する、⑦
社会統制の代行者として尽力する、の7項目である。そ
の後、 ミナハンらはソーシャルヮークの諸価値を具現化
するために実行していくべきソーシャルヮーク実践にお
ける5つの主な活動目標をあげ、そのそれぞれの下位項
目として、「ソーシャルヮーカーは何をするのか」とい
う設間に対応するソーシャルヮーカーの業務と活動を具
体的に例示している。それは、おおよそ次のようなもの
である。
(1)人々のニーズに見合う新しい資源システムの開発に
努力する。(①援助ネットワークの組織化、②新しい
サービスを要するニーズについての公聴会での証言、
③新しいサービス計画のための財源を確保するため
の申込書の記入、④市民集団による町内会設立への
支援)
(2)人々と資源システムとの間の、またさまざまな資源
システム同士の連携を確立する。(①資源システムか
ら利益を受ける人への情報提供、② 資源システムを
利用する人の心理的な砦の払拭、③ インテーク手続
きの進行、④送致の仕組みの開発など)
(3)個々人と資源システム間の相互作用を促進する。
(①葛藤を解決する効果的な方法を開発して家族を援
助、②施設の意思決定過程へのクライエントの参入
のための仕組みの開発、③ チームアプローチでのそ
の構成員への援助、④町内会の構成員への援助)
は)資源システム間の相互作用の継続を助長する (①
他機関相互のサービスの調整、② 地域集団間の葛藤
の調停、③新規の法律に関する情報提供、④ 薬物中
毒に関するプログラムと警察との関係の調整)
(5)自分自身の内的な問題解決および対処のための資源
を開発し、効果的に活用できるよう人々を援助する
(①直面している問題の特性を人々が明らかにできる
よう援助、② 自らの内的資源の見極めへの助力、③
問題解決のために取りうる道の検討、④ コミュニケー
ション技能の教示)
である。(表4-5)を見る限り、大雑把に言ってこれら
の業務が網羅されながら問題解決がはかられていると推
定される。
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【2】 相談内容に対応するための検討や連携の方法
ソーシャルヮーク実践にとってサービス利用者の個別
性を把握 しながら、生活の総合的支援を行うために、機
関や団体という援助の枠組みの制約はあるにしても相談
面接を通して把握されたニーズにどのように対応 してい
くかは重要な課題である。むろん、ソーシャルヮーカー
の判断によって情報提供等いわゆる生活情報提供者とし
ての役割をとることによって解決するケースも存在する。
しかしながら高齢者の在宅ケアは生活の総合的な支援を
基本的な課題としている。そのためにはここで2つの視
点が必要とされる。それは限りなく広がりをもちうる生
活の課題をどこに焦点をあてて援助するかということで
あり、もう一つはその生活を援助するソーシャルヮーク
実践の内容や方法の吟味である。在宅介護支援センター
の役割や機能の上でもケアマネジメントが求められてお
り、そのケアマネジメントは例えば次のように規定され
たりしている。「ケアマネジメントは、サービスシステ
ムを消費者に結び付けること、および望ましい結果を達
成するため、システムの様々な要素を調整することを目
指している。ケアマネジメントは本質的に問題解決的な
機能であって、サービスの継続性を保障し、システムの
硬直性、個々バラバラのサービス、サービス機関の不適
切な利用および利用のしづらさを克服することを意図す
る」ものである。
このために相談面接を通 して明らかにされた生活ニー
ズのアセスメントや援助内容方法の検討や連携はソーシャ
ルヮーク業務にとっても重要である。(表4-6)をみる
と相談内容対応の検討や判断の方法は、支援センター外
部の人 (417%)、支援センター内部の職員と相談 して
判断 (362%)、と複数の人間と相談 して検討 している
ケースが779%と高い数値を示 している。担当者のみで
判断しているケースは125%である。相談面接における
問題解決過程の機能はおおよそ3つの類型化が可能であ
る。第一は社会資源についての知識や利用の仕方につい
ての無知などによって生じる問題の場合に、情報提供、
知識の提供、社会資源の紹介などによって対応する生活
案内型相談であり、第二は生活態度や人間関係に関連す
る困難や感情的諸問題の場合に、親身な面接あるいはカ
ウンセリング技術を駆使して援助 し不安や葛藤をときほ
ぐし、人間関係や家族関係の調整をはかる、いわば関係
調整型相談である。第二は相談者の必要に応じてカウン
セリング技術を活用 しながら、利用者との間に一定の
Rapport(信頼関係)を作り出して、社会資源の効果的
な利用と生活機能や態度の改善をはかるという問題解決
の方法、つまリソーシャルヮーク型相談である。
|
連携した人や機関の内訳と傾向 (複数回答)(表4-8)
(1)相談内容対応の検討や判断の方法 (表4-6)
1.担当者のみで判断      1  125%
2.支援センター内部の職員と相談 1  36.2
3.し二塁リンター外部の人と相談し1  417
4「1!|:他            1   96
言十             1   1000
0)相談経路 (表4-7)
1.人             1  375%
2.機関            1  61.2
3.その他           1  1.3
計        1 1000
すなわち相談内容に対応して、その問題解決の原因が
おもに個人の精神的感情的な問題にあるならばカウンセ
リング機能を中心にした関係調整型相談として対応すれ
ばよいし、生活資源の欠乏や生活障害の解決などにある
ならば、ソーシャルヮーク型相談が中心になるであろう。
問題解決の原因が制度的知識の無知や誤解にあるならば、
制度給付内容や条件の紹介や情報の伝達といった生活案
内型相談を主として対応すればよいことになる。けれど
も、在宅介護支援センターにおける問題解決の過程は現
実の相談活動をみる時、生活案内型、関係調整型、ソー
シャルヮーク型の問題やニーズが混合され、それぞれが
結合されて表出されてくることが多いと思われる。だか
ら、問題の性格に応じて柔軟で力動的なプロセスが展開
されなければならない。 しかも、 しばしば指摘されるよ
うに在宅で生活支援を求める高齢者や家族介護者のニー
ズは複雑で多様であり、長期的かつ継続的に関わらなけ
ればならない問題がほとんどである。かかる高度で複合
的なニーズには保健・医療・福祉各分野からの手厚いケ
アサービスパ .ソ ケージが必要とされる。そうでなければ
問題解決は困難である場合が圧倒的に多い。こうしてみ
ると、相談内容対応の検討や判断をソーシャルヮーカー
が単独で判断するのではなく、支援センター内外の担当
者と相談して進めていくというのは有益であろう。ソー
シャルヮーカーが単独で検討しても良いと思われるのは、
明らかに生活案内型相談で問題が解決すると判断される
事柄の場合のみであろう。
さて、(表4-7)で、相談内容対応のために連携 した
人や機関・組織をみると、機関 (612%)、人 (375%)、
その他 (1_3%)、となっている。 これの内訳と傾向を
(表4-8)で照合 してみると、実に多様な機関・ 団体・
人と連携 していることがわかる。相談内容対応の検討や
判断のために連携した組織では、市町村老人福祉主管課
(120%)、福祉事務所 (100%)、と行政組織が比較的
多く、次いで病院・診療所等医療機関 (96%)、老人ホー
ム (85%)、老人保健施設 (77%)、と医療・福祉・ 保
健施設と続く。さらに社会福祉協議会 (35%)、訪問看
護ステーション (35%)、市町村保健センター (21%)、
民間事業者 (19%)の様になる。 また相談内容対応の
検討や判断のために連携 した人としては、同居の家族
(135%)、別居の家族 (59%)、近隣・ 友人 (16%)、
老人クラブの会員 (0.2%)、患者・家族の会の会員 (0.2
%)とインフォーマルネットを形成する人々で21.4%、
民生委員 (3_4%)、相談協力員 (1.9%)とセ ミフォー
マルネットを形成する人々で5.3%、ホームヘルパー
(8.8%)、PT・OT(08%)とフォーマルネットを形
人
1.PT00T
2.ホームヘルパー
3.民生委員
4.相談協力員
5.患者・家族会の会員
6.老人クラブの会員
7.同居の家族
8.別居の家族
9.近隣・友人
10。 その他
0.8%
88
34
19
02
02
135
59
16
16
機
関
組
織
11.老人ホーム
12.老人保健施設
13.病院・診療所等医療機関
14.社会福祉協議会
15。 福祉公社
16.訪問看護ステーション
17.福祉事務所
18.保健所
19.市町村保健センター
20.市町村老人福祉主管課
21.高齢者総合相談センター
22.精神保健センター
23.他の在宅介護支援センター
24.民間事業者 (シルバーサービス)
25.その他
85
77
96
35
05
35
100
06
21
120
0
0
10
1.9
1.2
成する人々で9.6%という構成になる。在宅介護支援セ
ンターの目的は、在宅高齢者や家族介護者の介護問題を
中核に広く生活問題全般に関わる相談に応ずることであ
り、生活困難の解決・緩和に関わる援助を展開していく
ことにある。それゆえ、早期に問題を把握 したり発見す
ること、そして専門的な援助につなげたり、心身の変化
に対応するための応急的な処置をとることにある。その
ために「今ある現実の状況に耐えられなくなったか、も
しくはなりつつある状況におかれて、助言や忠告を求め
てくる人々を援助する一つの方法である」相談面接から
出発するソーシャルヮークの「援助過程」は複雑で重層
的なニーズをもった高齢者・介護者にとっては生活の
「生の過程」であることを認識して、相談内容対応の検
討や判断時から、地域関係機関、専門職種、フォーマル、
セミフォーマル、インフォーマルな人々との連携・協力
関係の発展の種を植えておく作業も必要になる。その上
で援助過程の進行と共に、発展の芽を見つけ出し、その
発展を有効なものにする方策を検討しなければならない。
このような意味で、精神保健センター (0%)、保健
所 (06%)、市町村保健センター (21%)、と地域の保
健機関・組織との連携数値が低いこと、相談協力員 (19
%)、患者・家族の会の会員 (0.2%)との連携数値が低
いことが懸念される。在宅介護支援センターのソーシャ
ルヮーカーは、地域内のあらゆるフォーマル、セミフォー
マル、インフォーマルな組織や団体、人と密接な連携 0
協力体制を日頃から作り上げておくこと。また、当事者
組織の育成・支援を社会福祉協議会と協力しながら進め
ていくことなどのコミュニティ・ ワーカーとしての役害1
も担うことが一層、期待される。
ところで、ヘップスヮークとラーセン(Hepworth,H.
&Larsen,A)は人々と各種資源システムを連携するソー
シャルヮーク機能として、仲介者、ケアマネジャー、調
停者、弁護者を提唱し、その中でも仲介者の機能は人々
と資源の連携を援助する媒介者になることでもあり、ま
た、ヮーカーが専門知識を用いてクライエントに適切な
資源の紹介や情報の提供を行うことであると述べ、全米
ソーシャルヮーカー協会 (NASW)も仲介者の機能は
人々に資源、サービス、機会を提供することによって人々
とシステムを連結させるための介入であると規定 してい
る。先述 した岡村重夫もまた「福祉の対象とは援助の対
象ということにほかならない」と論じ、福祉の援助機能
として、評価的機能、調整機能、送致機能、代替機能の
4つの機能を指摘している。
【3】 相談内容への対応と方法
(表4-9)でみると、利用者への相談内容の対応は、
サービス利用にリンケージさせたケースが74.4%と圧倒
的に多く、次いで支援センター外のサービス組織に紹介・
斡旋・送致 (163%)したケースであり、助言・指導・
情報提供等で処理できたケースは84%であることがわ
かる。とくに支援センター外のサービス組織に紹介・斡
旋・送致 した先を (表4-10)で詳 しくみると、老人保
健施設 (285%)、病院・診療所等医療機関 (200%)、
訪問看護ステーション (29%)などの保健、看護、医
療機関で (514%)を占め、保健所 (29%)、市町村老
人保健福祉主管課 (142%)のような保健行政組織 も加
えると実に685%を占めている。これに対して、老人ホー
ム (57%)、社会福祉協議会 (2.9%)、福祉事務所 (29
%)、他の在宅介護支援センター (29%)などの福祉サー
ビス提供組織は14.4%にすぎない。むしろ民間事業者ヘ
の紹介・斡旋・送致の84%という数値の方がみのがせ
ない。今後、民間事業者など多様な福祉サービス組織が
参入してくるようになれば、その企業センスを生かして
新鮮で個性的なサービスを提供 してくることも予想され
る。安価で良質でそのサービス種類が多いというならば、
顧客は民間事業者に流出していくであろう。保健・看護・
(1)相談内容への対応 (表4-9)
1.助言・指導・情報提供等
2.支援センター外に紹介・斡旋・
送致
3.サービス利用にリンケージ
4.その他
計
84%
163
744
0.9
1000
支援センター外に紹介・斡旋 0送致した先 (表4-10)
人
1.ホームヘルパー
2.民生委員
29%
29
機
関
3.老人ホーム
4.老人保健施設
5.病院・診療所等医療機関
6.社会福祉協議会
7.訪問看護ステーション
8.福祉事務所
9.保健所
10.市町村老人保健福祉主管課
11.他の在宅介護支援センター
12.民間事業者 (シルバーサービス)
13.その他
57
285
200
29
29
29
29
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医療ニーズが高いという実情は地域内によリー 層、豊富
なサービス資源を開拓、整備していかなければならない
ことを物語っていよう。次にサービス利用 リンケージの
方法を (表4-11)でみると、母体法人内のサービスに
リンケージしたケースが5625%、母体法人外のサービ
スにリンケージしたケースが4375%である。 これをさ
らに (表4-12)で概観してみると、母体法人内で実施
しているサービスにリンケージした比率が高いのは特別
養護老人ホーム併設の在宅介護支援センター (5764%)
であり、母体法人外で実施 しているサービスにリンケー
ジした数値が高いのは老人保健施設に併設されている在
宅介護支援センター (4717%)である。援助を必要と
する高齢者、家族が困った時、最初に相談する窓口によっ
てその後のサポート体制の方向性が大きく左右されやす
いことはよく指摘されることであるが、老人保健施設、
特別養護老人ホームともに相談ニーズの対応は母体施設・
自法人内につなぐ自己完結型が圧倒的に多いこともよく
知られている。1994年の在宅介護支援センターの地域に
おける連携活動をテーマとした全国調査でも、7割以上
が相談やニーズヘの対応は、母体施設・ 自法人内につな
(2)サービス利用リンケージの方法
ぐ自己完結型で占められている。これらの状況に加えて、
全国社会福祉協議会の1993年の「設置形態別相談活動実
態調査」でも、特別養護老人ホーム併設は福祉サービス
利用相談が多く、老人保健施設と病院併設では保健サー
ビス利用相談が多いという、併設母体施設の特徴が相談
窓口と相談内容、その後のサービスの提供範囲を限定し
てしまう傾向が強いことが指摘されている。公的介護保
険法が施行され、それぞれの法人下のケアマネジャーが
ケアニーズに基づいたケアプランを作成し、実行する時、
このような傾向が加速されないであろうか。
(表4-13)によって、サービス利用 リンケージを行っ
た母体法人内外のサービス内容をみると (ただし複数回
答)、 在宅サービス総体で8750%、施設サービス総体で
1250%と大きな相違がある。在宅サービスではとくに
ショートスティサービス (1550%)、ディサービスB型
(1475%)、ホームヘルプサービス (13.25%)の在宅福
祉三本柱が主流であり、次いで介護機器 (10.50%)を
中心に、訪間入浴サービス (425%)、ディサービスA
型 (450%)、寝たきり老人訪問看護指導 (450%)、ディ
ケアサービス (40%)、在宅機能訓練 (3.25%)等が顕
(表4-11)
1.母体法人内のサービスにリンケージ
2.母体法人外のサービスにリンケージ
5625 %
4375
1000
(表4-12)
ハ 計 母体法人内で実施 しているサービス
母体法人外で
実施 しているサービス
全 体 件 (100%) 225件  (5625%) 件 (4375%)
特 養 併 設 件  (100%) 件  (5764%) 件 (42.36%)
老 健 併 設 件  (100%) 件  (5283%) 25件  (4717%)
病 院 併 設 件 (100%) 9件  (100 %)
そ の 他 件 (100%) 件  (620%) 19件 (38.0%)
その他
・ ミドルステイサービス
・健康チェック
・生活相談、話し相手
その他
・有料ホーム入所
・身体障害者手帳交付
・特別障害者手当給付
・重度障害者手帳再認定 (巡回審査)
・ 緊急通報装置貸与
・介護用品レンタル
??
?
?
?
?
?
ー
?
?
1.ディサービスA型
2.ディサービスB型
3.ディサービスC型
4.ディサービスD型
5.ディサービスE型
6.ホームヘルプサービス
7.ショー トスティサービス
8.訪問食事サービス
9.訪問入浴サービス
10.訪問寝具乾燥消毒
H.移送サービス
12.介護機器
13.住宅改造
14. ディケアサービス
15.寝たきり老人訪問看護指導
16.老人訪問看護ステーション
17.在宅機能訓練
18.民間シルバーサービス
19.その他
450
1475
0
0
075
1325
1550
125
425
10
2.75
1050
150
40
450
275
325
075
225
%
?
?
?
ー
?
?
20.特別養護老人ホーム入所
21.養護老人ホーム入所
22.軽費老人ホーム入所
23.老人保健施設利用
24.医療機関の受診
25.医療機関への入院
26。 その他
225
050
0
550
225
150
050
(3)サービス利用 リンケージを行つた母体法人内外サー
ビスの内容 (複数回答) (表4-13)
著である。訪問食事サービス (1.25%)、移送サービス
(275%)、住宅改造 (1.50%)、訪問寝具乾燥消毒 (10
%)などは、もっとニーズの掘り起こしを行い、資源や
サービス内容・条件を利用しやすいように開発 0整備し
ていく必要があろう。施設サービスでは老人保健施設利
用 (550%)、特別養護老人ホーム入所 (225%)、医療
機関の受診 (2.25%)、医療機関への人院 (150%)等
がその内容である。
ソーシャルヮーカーは利用者の自立生活支援のために
多くの役害1を果たしていくことが期待されているが、そ
の一つに代弁的役割や媒介的役割があげられる。高齢者
や家族介護者の相談面接を通 して、彼らのニーズ充足の
ために必要なサービス資源の情報を伝えたり、サービス
利用のための条件や内容、手続き等について説明するこ
とは大事である。 しかし、利用者、家族介護者の置かれ
ている状況や身体的・精神的疲労や意欲の喪失状況によっ
14
ては、利用意思を確認 した上でサービス利用のための手
続き代行を行うことは推進されてよい。幾多の介護問題
や生活問題の重圧に耐え、「何とか現状の問題を改善 じ
たい」、「とりあえずこの問題を何とかしたい」と考える
高齢者、家族介護者にとって相談面接を求めるのは彼ら
にとって現在の状況が一種の生活危機とみなされるから
である。
高齢者ソーシャルヮークの目的は、広く高齢者や家族
介護者の生活や介護問題全般に関わる相談に応ずること
であり、生活困難の解決・緩和に関わる援助を展開して
いくことにある。それゆえ、早期に問題を把握 したり発
見すること、そして専門的な援助につなげたり、心身の
変化に対応するための応急的な処置をとることにある。
例えば、家族内で解決できない介護問題や家族介護が
限界にきている状況をきっかけに専門的な援助が求めら
れる時は、「固着している問題状況の人間関係を改善し、
その家族の問題処理能力を高め、社会的なつながりを強
化し、新 しい、より社会的な問題解決過程を導入するよ
い機会」へと導くことにある。近年、我が国でもアメリ
カで生成 0発展してきたところの危機理論およびそれに
基づく援助技法としての「危機介入」のアプローチが援
用されている。「危機介入」とは、「危機援助法」「危機
対応」「クライエント0インターベーション」などとも
いわれている。一般的な理解としては「危機に直面 して
情緒的に混乱している人に積極的かつ直接的に介入する
ことにより、できるだけ早くその状態から脱出できるよ
うに援助する」という意味において用いられている。危
機介入とは、危機状況に陥っている個人 0家族に対して、
またはそのおそれのある人に対して、他者による適切で
効果的な介入によって早急に危機状況に陥る前の状態に
回復させる援助方法である。その契機として具体的なサー
ビスに結び付ける利用手続き代行は評価されてよい。
(表4-14)でみると、サービス利用に結び付けるケー
スの手続き代行サービスは、母体法人内のサービス
(5475%)が最も多く、母体法人外のサービス手続き代
行は30.16%である。また、代行 していないサービスは
1246%である。これをより詳 しく (表4-15)でみる
と、母体法人内で実施 しているサービスの手続き代行が
最も多いのは、特養併設型の在宅介護支援センターで
6772%を占める。母体法人外のサービス資源について
手続き代行が最も多いのは病院併設型の在宅介護支援セ
ンターで100.0%であり、次いで老健併設型の60.0%で
ある。このようにみると、特養併設型は自法人内のサー
ビス資源についての手続き代行が多く、病院や老健施設
といった医療保健施設併設型のそれは、特に生活保護の
(4)サービス利用リンケージのケースに対する手続き代行についての有無 (複数回答)(表4-14)
1.母体法人内のサービス
2.母体法人外のサービス
3.代行していない
4.不明
5475 %
30.16
1246
263
(表4-15)
△ 計 ①母体法人内で実施しているサービス
②母体法人外で実施
しているサービス 不 明 代行 していない
全 体 件 (100%) 件 (5475%)92件(4375%)8件 (2.63%)38件 (12469`)
特 養 併 設 件 (100%) 件 (67.72%)件 (4236%)5件 (2.38%)19件(9.05%)
老 健 併 設 件 (100%)12件(300%)件 (47.17%) 件 (10.0%)
病 院 併 設 件 (100%) 16件(100 %)
そ の 他 件 (100%) 件 (3333%)8件(380%)3件(7.70%)15件(3846%)
その他
・通所人浴サービス
・ 配食サービス
・洗濯サービス
・ ミドルステイサー
ビス
その他
・介護慰労金
。生保申請
0散髪サービス
・緊急通報装置貸与
0介護用品給付申請
・身障手帳申請
申請や介護用品給付申請、身障手帳申請など比較的、社
会福祉サービス部分について自法人外のサービス資源の
手続き代行が多いと思われる。 しかし介護保険制度が始
動 し、一法人の多角経営、施設の多機能化・複合化が一
層、推進される時、この傾向はより強くなるのではなか
ろうか。
それでは (表4-16)によって次に手続き代行を行っ
た母体法人内外の具体的なサービス内容を概観してみる。
重複回答とはいえ、在宅保健福祉サービス総体で8880
%、 施設サービス等総体で1122%と圧倒的に在宅福祉
サービスヘの手続き代行が多いことがわかる。在宅介護
支援センターの性格をストレートに反映していると考え
ることができる。
在宅保健福祉サービスでは、ディサービスB型(21.62
%)、ショートスティサービス (197%)、ホームヘルプ
サービス (170%)と在宅福祉三本柱への福祉サービス
手続き代行が顕著である。以下、 ディサー ビスA型
(541%)、訪問入浴サービス (463%)、ディケアサー
ビス (348%)等が続く。比較的在宅機能訓練 (193%)、
訪問食事サービス (116%)、訪問寝具乾燥消毒 (154
%)、移送サービス (154%)、住宅改善 (154%)、介
護機器 (077%)等は低比率であるが、サービス資源の
供給体制の側に整備 llや実施方法、配置動員数等の問題
があるのか、ニーズの掘り起 こしが十分でないのか、
PRや広報が不十分なのか、本当にニーズが少ないのか、
いずれにしても地域の高齢者の生活を総合的に支えると
いう視点からはサービス手続き代行の低比率のサービス
メニューについて徹底した検討が必要であろう。施設サー
ビス等については老人保健施設利用 (348%)、特別養
護老人ホーム入所 (2.70%)の手続き代行がやや目立つ
程度である。
先述 した岡村重夫は社会福祉固有の視点を社会関係の
主体的側面に求め、それゆえ固有の4つの原理を明示し、
かつ社会福祉の機能として評価・調整・送致・代替・開
発等を指摘 しているぶ7まさしく手続き代行サービスと
いう代替的機能を遂行していくためには他方でサービス
資源やボランティア活動、ニーズの掘り起こし等の開発
的機能も果たしていくことがソーシャルヮーカーには求
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14)手続き代行を行つた母体法人内外サービスの内容
(複数回答) (表4-16)
められるのである。
【4】 サービス利用対応までの相談回数・期間
在宅介護支援センターに持ち込まれる相談内容には、
高齢者介護に関する制度の活用や家族関係、保健医療、
介護技術を始めとする高齢者を取り巻く地域生活環境及
び生活改善をめぐる多様な生活問題がほとんどである。
特に家族介護者と高齢者の対人関係や介護をめぐるスト
レスや トラウマを背景とする相談も少なくない。したがっ
てソーシャルヮーカーに求められる役割も、社会資源利
用に関わる情報提供や、より適切なサービス資源に紹介、
送致する連絡調整者などの役割だけではなく、かなり専
門的でかつ治療的な役割までも含む、極めて幅広く多様
な役割が期待されている。かかる相談は基本的に面接と
いう形を通 して展開されることになる。一般的に面接と
は、ある目的をもった専門的会話であり、「人と人とが
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ある一定の環境条件下にあって、互いに共有化された目
的に基づく相談を通して、情報と意思、そして感情の相
互交換を行いながら専門的な問題解決に向けた共同作業
である」と規定される。いずれにしてもソーシャルヮー
ク実践における面接は臨床的調査面接としての性格を強
くもっているといえる。
在宅介護支援センターにおいて、相談を受理 してから
具体的サービス利用につなげるまでの相談回数や期間は
(表4-17)及び (表4-18)、(表4-19)のように、電
話、来所による場合、訪間によるものと三つの手段方法
から把握することができる。
電話相談の場合は、全体でみると平均2回の相談でサー
ビスにつなげている。0回から1回の相談だけでつなげ
ているのは4791%とかなり多い。電話という手段から
推測してかなり切迫 したニーズ解決を求めているがゆえ
に、じっくりと話を聞くというよりは即時の具体的サー
ビス資源利用で緊急事態をひとまず回避するということ
であろうか。この傾向は特養併設型で最も多い。逆に老
健併設型では0～1回というのは3429%であり、 4～
5回以上を合わせると3714%と、 じっくり何度 も電話
相談を重ねた上でサービス利用につなげている傾向が強
い。利用者 。家族が来所して相談を受ける場合は、(表
4-18)のように全体では11回でサービス利用につながっ
ている。電話という媒介手段を通してではなく、ソーシャ
ルヮーカーと直接的な相談面接を通 してであるから相談
内容や主訴、生活ニーズなどが把握 しやすく、サービス
利用に直結できるのであろうか。0～1回というのは全
体で69.76%、特養併設で68.97%、老健併設で71.42%、
病院併設で40%の高値を示す。 しかしながら3～5回以
上をまとめると、全体では16.23%、特養併設で19.31%、
老健併設で1429%、病院併設で200%という数値にな
り、複雑で多様なニーズがからみあっていたり、利用者・
家族の意思や判断がつかなかったりするケースも多いこ
とが推測される。
したがって、在宅介護支援センターに電話で相談があ
り、相談を受理した上で改めて家族訪間をして面接をし、
利用者・家族の生活ニーズを理解するという方法が最も
有効であろう。ソーシャルヮーク実践における面接は日々
の具体的な社会生活を支援するために行われるのであり、
利用者・家族の生活システムを理解することにある。F0
レドルが提唱した「生活場面面接」(ライフ・スペース 0
インタビュー)は、日々の援助実践の臨床的な関わり合
いの中でワーカーとクライエントが「意味のある関係」
をつくり出すための方法として提唱された構造化されて
いない面接の方法であるが、まさしく訪問面接は利用者・
(1)相談受付からサービス利用に対応するまでの相談回数
④ 電話によるもの
相談延回数…特養併設 (278回) 老健併設 (92回) 病院併設 (8回)
lB)来所によるもの
(表4-17)
その他併設 (50回) 合計428回
(表4-18)
合  計 0 回 1 回 2   F] 3   LJ 4   [] 5回以上 平均回数
全  体 215件(100%)55件(2558%)48件(2233%)40件(1860%)25件(1163%)6件(279%)41件(1907%)20回
特養併設 145件(100%)36件(24“%)38件(2621%)26件(1793%)15件(1034%)3件(207%)27件(1862%)19回
老健併設 35件(100%)8件(2286%)4件(1143%)4件(1143%)6件(1714%)3件(857%)10件(2857%)26回
病院併設 5件(100%)1件(200%)2件(400%) 2件(400%) 16回
そ の 他 30件(100%)10件(3333%)4件(1333%)10件(3333%)2件(668%) 4件(1333%)17回
合  計 0   [] 1 回 2   [] 3  [] 4   [] 5回以上 平均回数
全  体 215件(100%)101件(2558%)49件(2279%)30件(1395%)19件(8&%)5件(233%)11件(512%)1.1回
特養併設 145件(100%)71件(2483%)29件(2000%)17件(1172%)15件(1034%)3件(207%)10件(690%)12回
老健併設 35件(100%)16件(2286%)9件(2571%)5件(1429%)3件(857%)2件(572%) 12回
病院併設 5件(100%)1件(200%)1件(200%)2件(4000%) 1件(2000%)20回
そ の 他 30件(100%)13件(3333%)10件(3333%)6件(2000%)1件(334%) 08回
相談延回数…特養併設 (270回) 老健併設 (41回) 病院併設 (10回)
(C)訪間によるもの
その他併設 (25回) 合計246回
(表4-19)
合  計 0  [] 1回 2   [] 3   [] 4  [] 5回以上 平均回数
全  体 215件(100%)37件(1721%)52件(2419%)42件(1953%)31件(1442%)15件(698%)38件(1767%)22回
特養併設 145件(100%)28件(1931%)36件(2483%)32件(2207%)19件(1310%)9件(621%)21件(1448%)2.1回
老健併設 35件(100%)7件(20∞%)10件(2857%)2件(571%)3件(8“%) 4件(1143%)9件(2571%)24回
病院併設 5件(100%)1件(2000%) 3件(6000%) 1件(2000%) 12回
そ の 他 30件(100%)1件(333%)6件(2000%)5件(1667%)9件(3000%)1件(333%)8件(2667%)29回
相談延回数…特養併設 (298回) 老健併設 (84回) 病院併設 (6回)
lDl 全体の傾向
その他併設 (87回) 合計475回
(図4-1)
―
電話によるもの
日― El来所によるもの
■ ―■ 訪間によるもの
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家族の日常生活場面である家庭という場を訪れて相談面
接を行うものである。それは、インテーク面接としても
重要な意味をもち、問題状況の把握や情報収集、主訴の
把握と生活状況のアセスメント等が中心となろう。問題
解決にあたるソーシャルヮーカーが利用者 0家族の抱え
ている生活問題への見通 しをもった援助を展開していく
ためにも、利用者・家族が今抱えている問題のどこをど
う支えれば利用者・家族の主体形成やエンパワーができ
るのか、を判断し洞察 していく力や、援助者として何を
援助していけるのかを見極めたり、ニーズ充足に最も適
切なサービス資源を選択していく力が必要になってくる。
さて、(表4-19)によってサービス利用までの相談
回数を訪問回数でみると、全体的には平均22回となっ
ている。最も多いのは1回(2419%)であり、次いで
2回(1953%)、 5回(1767%)となっている。最 も
少ないのは4回(698%)である。これを併設タイプで
眺めていくと、最も多い数値を示しているのは特養併設
で1回(24.83%)、2回(2207%)であり、老健併設
では1回(28.57%)、0回(200%)、病院併設では2
回 (600%)と微妙に相違 している。電話や来所、支援
センターからの訪間という形を幾通りか組み合わせ、併
用した形で現実の相談面接は展開されているのであろう
が、利用者・家族介護者の抱えている生活ニーズの複雑
さや緊急性などによって、先述した生活案内型、関係調
整型、ソーシャルヮーク型の相談援助が実践されている
と推測される。同時に利用者・家族の社会的・心理的側
面に十分、配慮 しながら援助を提供しようとするならば、
1回や2回の相談面接では不十分な面も多くあると考え
られる。(図4-1)によって電話、来所、訪間による相
談面接の全体傾向をみると、 1回の相談面接でケースの
具体的サービス対応につなげるものは、来所による場合
が多く、回数が多くなるほど、来所による相談面接は減
少していく。これは利用者・家族介護者が抱えている生
活介護の問題の重さや物理的、時間的要因もあって、そ
う頻繁には来所できないという事情があると思われる。
これに対して1回から5回以上のいずれの場合でも訪問
による相談援助は、電話や来所をかなり上回っている。
訪問回数も1回から2回、3回、4回と少しずつ減少し
ていくが、特色的なのは5回以上になると、電話と同様、
訪間による相談面接は飛躍的に増加する、という現象で
ある。ソーシャルヮークは生き、生活していく中で、様々
な危機的状況にある一人一人の具体的な人間の生きてい
る世界に向けて、その意味をとらえることが求められて
いる。利用者や家族介護者の生きている社会生活の現実
と意味を見捉え、他者とかかわりあう生活主体者として
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自己世界や生活の再構造化をはかっていくこと、を援助
する対人関係の実践である。だからソーシャルヮーク実
践の援助過程とそこにおけるワーカーの視点は、どこま
でもクライエント自身の危機や困難の生活体験過程その
ものに即 して「クライエント・家族とともに」、「ねばり
強く時間をかけて」ひとつひとつの問題をときほぐしな
がら、問題状況の改善をはかっていくものでなければな
らない。訪間というアウト・ リーチによる相談面接は、
クライエント◆家族介護者の問題状況が複雑であればあ
るほど、その状況の重圧が強ければ強いほど何度も重ね
なければならないものである。
さて次に (表4-20)によって、相談受付から具体的
サービスにつなぐまでに関係機関とどの程度の情報交換
を行ったのか、をみてみよう。最 も多いのは5回以上
(3069%)であるが以下、2回(2233%)、1回(18.60
%)、 3回(1628%)、 4回(9.77%)、 0回 (233%)
の順である。高齢者の生活介護ニーズもその障害の程度
や家族介護者のおかれている状況や家族関係、サービス
資源の利用状況等によって多様ではあるが、支援センター
はよりよい問題解決のために保健・医療・福祉機関と有
機的な連携を絶えず維持しなければいけない。情報交換
といっても、制度サービスに関する手続き条件や必要な
申請書類の単なる確認や問い合わせのレベルから、利用
者の援助方法をめぐる情報収集やアセスメントに関わる
レベルまで多様な次元が考えられるが、少なくても高齢
者や家族介護者の自立生活の支援や保健 0医療・福祉の
ネットヮークの形成・促進のためにも情報交換や情報の
共有化は積極的に進められなければならない。それは異
職種相互のコンサルテーションや異組織に所属する専門
家相互の協力や連携、ひいては相互の業務の明確化にも
影響のあることだからである。この情報交換は5回以上
が最も多いことが理解されるが、この中には紹介、照会、
送致、連絡調整などの多様な業務も含まれていると解釈
することができる。
ところで高齢者 0家族介護者が抱えている生活介護ニー
12)相談受付からサービス利用へ対応するまでに
実施した関係機関等との情報交換回数 (複数回答)
(表4-20)
1.0回             1  2.33%
2.  1回                        1   18.60
3.2回             1 22.33
4.3回             1  16.28
5.4回             1  977
6.5回以上          1 30.69
ズはかなり切迫 しているものが多く、早急に問題解決を
はからなければならないケースが多いことが予想される。
高齢者虐待や心中、殺人など家族介護者が身体的精神的
に疲れ切って生じる事件は跡を断たない。 したがって、
援助者であるソーシャルヮーカーは、高齢者や家族介護
者の現実状況を適切にアセスメントしながらスピーディー
に具体的サービス資源につなげ問題解決の方向をさぐら
なければならない。(表4-21)は相談を受け付けてか
らサービス資源につなげるまでの経過期間をみたもので
ある。最 も高い比率を示 しているのは、 1週間以内
(26.98%)であり、 2週間以内 (1395%)、4日以内
(1256%)、当日中 (977%)、3週間以内 (977%)、2
日以内 (9.30%)、 1ケ月以上 (884%)、 1ケ月以内
(7.9%)と続いている。こうしてみると、4日以内でニー
ズをともかくもサービス資源につないでいるのは3163
%であり、3週間以内でつないでいるのは50.70%であ
る。 1ケ月程度の期間を要 しているのも16.74%とかな
り数値的には高い比率を示している。このことは地域の
限りある社会資源の中で、迅速なニーズ対応が求められ
ているにも関わらず高齢者・家族介護者の思いに追いつ
けないということやまだまだ支援体制の基盤が確立 して
いないために、無用なコンフリクトや連絡・調整に時間
がかかり、高齢者とその家族の在宅福祉に寄与 し効果を
あげることができない。さらには要援助状態になっては
じめて利用できるサービスが多く、問題の予防的側面を
重視したサービスがまだまだ欠けていることなどが考え
られる。「必要な時にいつでも誰でも即時に利用できる」
有効なサービスシステムを地域に構築していく重要性を
改めて指摘 しておきたい。そのためには、(1)ニーズ把
握システム 171身近なニーズ把握のための相談協力員
の活性化、0緊急通報システムの普及、 (ウ)相談窓日の
総合化、0ニー ズ送致システムの構築、ltl初期問題解
決システムの構築、(2)援助検討システム 171要援護者
(3)相談受付からサービス利用までの経過期間
(複数回答) (表4-21)
1.当日中           1  977%
2.2日以内          1  930
3.4日以内          1 1256
4.1週間以内         1 2698
5。 2週間以内         1 13.95
6.3週間以内         1  977
7.1ケ月以内         1  79
8.1ケ月以上         1  8.84
9.不明            l  o 93
への初回面接による迅速な援助方法の検討と判断、0
適切な援助が行えるような数多くのケースの累積的検討、
llllケースカンファレンスの効果的な運営と開催、0異
職種、異組織相互のコンサルテーションと情報共有化シ
ステムの構築、(3)サー ビス提供システム 171計画的継
続的なサービスの提供、0サー ビスメニューの整備、
lul近隣共助システムの形成、国専門的なマンパヮーの
確保とボランティアの確保、lalサー ビス利用手続 きや
条件の簡略化・弾力化、(力)サービス資源の開発・ 拡大
のようなシステムを地域福祉計画として創り上げていく
姿勢と努力が行政自治体を始めとする高齢者福祉関係者
に切に望まれるのである。
5。 ソーシャルワークの専門的機能
これからの高齢者福祉は、公的介護保険制度のもとで、
在宅福祉サービスを中心として展開されていく。家族介
護から社会的介護へと言っても、まだまだ多くの要介護
高齢者は在宅生活を維持する上で家族介護者の手助けを
必要としている。高齢者をめぐるさまざまな生活問題は
重層化 して現れてくるが、「介護」という問題一つをと
りあげてみても、高齢者自身の加齢にともなって生 じて
くる身体的問題や高齢者自身の固有の心理的問題、痴呆
性疾患等の行動障害の問題、加えて高齢者を取り巻く家
族関係や近隣関係、保健・ 医療・福祉制度によるサービ
ス受給等の環境問題、家族介護者の健康や介護意欲、負
担感、介護協力者の有無や経済的な問題まで複合して重
層的に問題が内在 していることが多い。
このような高齢者や家族介護者に対 して、タイムリー
に生活支援を行っていくためには、① ニーズの的確且
つ迅速な把握とアセスメント、② 保健・医療・福祉の
総合的且つ弾力的な連携、③ サービス資源の質量の豊
富さ、④敏速な具体的サービスのリンケージと提供な
どが現実的に整備され形成・実践されなければならない。
浅野仁はかかる高齢者や家族に対して実践としてのソー
シャルヮークを展開するためには、高齢者と家族の生活
問題の特徴をよく理解した上で、その「生活の質」つま
り高齢者の求めている「安心感」とよい「援助関係」が
維持でき、生活目標を見いだせるように関わっていくこ
とが重要であると述べ、ソーシャルヮークの機能を①
適切な機関・施設の情報を提供し、それらに送致するこ
と、②高齢者や家族の心理的安定、情緒的満足感の充
足に対応すること、③諸サービスのネットヮーク作り
をすること、④不十分な社会資源を開発・ 改善するこ
と、であろうと指摘している。同時に、ソーシャルヮー
ク実践の場が在宅サービスに拡大すると共に、在宅サー
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ビスにおけるソーシャルヮーク実践の援助方法もソーシャ
ルヮーク・ リサーチ、ソーシャルプランニング、ケアマ
ネジメント、コンサルテーションヘと拡大しつつあると
述べている。在宅介護支援センターにおけるソーシャル
ワーク実践は、まさに高齢者ソーシャルヮークの実践で
あり、この担い手がソーシャルヮーカーである。前節で
概観してきたように、ソーシャルヮーカーが行う相談援
助という業務は、利用者に対する相談・助言・指導など
という単純なものではなく、ソーシャルヮークの固有の
視点に立って、利用者の安心感や生活の質を確保するべ
く、それが来所であれ訪間であれ、「相談面接Jという
時間や空間を利用者と共有 しながら、その場面を媒介の
中心に置きながら、社会生活の維持・拡大・回復をはか
るための具体的な業務を遂行していくものである。すな
わち、ソーシャルヮークとはヮーカーと利用者の援助関
係を相談面接を媒介機能としながら、信頼関係を創り上
げ、利用者の生命の維持、生活の維持 。拡大・ 回復、社
会生活の維持 0拡大・回復を促す働きかけを通 して利用
者の社会生活の再構造化をはかる臨床的営みであると言
えよう。
先述したように、岡村重夫は個人と社会制度、社会資
源の間に存在する社会関係の二重構造に着目し、社会関
係の主体的側面から社会関係の欠陥を評価 し、これを修
正・改善することに対 しての第一次的責任を社会福祉は
負うとし、その一般的機能として、(1)評価、(2)調整、
(3送致、に)開発、(5)保護の機能を挙げている。近年は
これらの機能に自立支援機能等が加わって社会福祉実践
を担うソーシャルヮーカーの役割も拡大してきているこ
とがしばしば指摘されている。(表5-1)は前節の在宅
介護支援センターにおけるソーシャルヮークの実態調査
結果の分析を通して得られた知見をもとに在宅介護支援
センターにおけるソーシャルヮークの業務とソーシャル
ヮーカーの役割を岡村重夫の機能に自立支援機能を加え
て、33項目に対応させつつ、ひとまず整理してみたもの
である。また、かつて奥田いさよ等はソーシャルヮーク
の専門的機能と業務内容を精緻に検討 し、(1)具体的対
人援助機能、(2),とヽ理社会的援助機能、(3)連絡・ 調整機
能、(4)企画・開発機能、(励組織化機能、(6)予防的機能、
(7)運動的機能、(81研究・教育的機能、に整理し、(表5-
2)を提示 したT)先ほどの (表5-1)のソーシャルヮー
ク業務とソーシャルヮーカーの役割をもう一度組みかえ
て、それをさらに奥田等のソーシャルヮーク機能に対応
させてみると、(表5-3)のようになる。このようにみ
てみると、元来、具体的対人援助機能と心理社会的援助
機能は一体的に密接に提供されるサービス機能であり、
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社会福祉の一般的機能と対応させたソーシャルワーク的
業務とソーシャルワーカーの役割 (表5-1)
社会福祉の
一般的機能
ソーシャルヮーク業務と
ソーシャルヮーカーの役割
?
?
??
?
利用者の生活障害と心身の状態、家族
状況、生活環境等の多角的な総合評価
地域のサービス資源の整備状況や老人
保健福祉計画等の進捗状況等の評価
地域の保健・医療・福祉に関する問題
や情報の把握
?
?
??
?
(4)保健・医療・福祉機関 。組織との連携・
協力のための調整、コンサルテーション
(5)高齢者サービス調整会議や地域福祉計
画策定会議等への参加・協力
(6)社会的ネットヮーク相互の連絡・調整
(7)利用者の家族関係や近隣関係等の生活
環境の調整
(8)利用者の援助方針や援助計画・方法を
めぐる当事者や専門異職種等の調整
(9)利用者やサービス資源間の情報の収集
?
?
??
?
00 保健 0医療・福祉にまたがる諸組織・
機関への連絡 0紹介・照会・送致
任〕 社会的ネットヮークヘの連絡 0紹介・
照会・送致
?
?
??
?
?
?
?
?
?
社会的ネットワークの開発・形成
地域の保健・ 医療・福祉サービス資源
の開発・改善及び相互協力体制の確立
当事者組織の育成・支援
?
?
??
?
09 利用者の緊急なニーズ対応に必要な一
時的保護的処置
は0 利用者の必要なサービス申請や手続き
の代行
はη 利用者の自立生活支援に必要なサービ
スの交渉
自立支援
孵美    育ヒ
03 保健 。医療 。福祉制度利用上の諸種
(手続き、条件、内容、窓口等)の説明
と理解
09 保健・医療・福祉制度サービスの情報
の提供
20 利用者の自立生活支援に必要なサービ
スの紹介・斡旋
8〕 利用者の自立生活の維持・拡大・ 回復
のための助言・指導
20 利用者 0家族のアドボケートやエンパ
ワーメントの促進
2Э 危機的介入の必要性の判断・対応
00 利用者・家族参加のもとに行われる援
助方針や援助計画の作成gD サービス実施状況のモニターとフォロー
20 利用者・家族の心理的・情緒的安定と
満足の向上・促進
その他の
本発    育旨
2η 諸種の記録の整備 。ファイリング
CD 実習生・ ボランティア受け入れ等の指
導・ プログラムの作成や教育指導
29 同僚・他専門職種との研修 0研究活動
80「健康祭り」等行事への参加・協力
6》 福祉器具・用品展示・貸し出しリスト
の作成・業者との連絡・交渉
30 施設長や関係者への報告書の作成
30 相談協力員の研修会等の企画・実施
ソーシャルワークの機能 ◆対象と業務 (保健・医療分野)  ソーシャルワーク機能と対応させたソーシャルワーク業
(表5-2)   務とソーシャルワーカーの役割      (表5-3)
機 能 (単位)業   務 対 象
具 体 的
対人援助
機  能
1.相談受理および所属施設機
能についての説明
2.社会福祉諸制度に関連する
援助と情報提供
3.用務代行
4.具体的身辺援助
5.療養環境の調整
6.保健医療教育および生活指
導
?
ー
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
心  理
社 会 的
援助機能
7.情報把握
8.社会生活上の諸問題の調整
9.施設・機関内人間関係の調
整
10.受療不適応にかんする情報
提供
11.心理的援助
連 絡 。
調整機能
12.他施設・機関にかんする情
報提供
13.他施設・機関との人間関係
の調整
14.チーム医療への参加および
内部職員との連絡調整
企 画 ・
開発機能
15.所属施設・機関の運営、管
理面での活動
?
ー
?
ャ
?
?
ー
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
（
?
?
?
?
。?
?
?
??
?
組 織 化
機  能
16.患者・地域住民の組織化活
動
予 防 的
機  能
17.保健医療にかんする地域活
動参加
運 動 的
彬美    育旨
18.社会福祉 。医療制度の拡充
のための働きかけ
研 究 ・
教 育 的
彬美    育ヒ
19。 社会福祉にかんする知識の
普及活動
20.研究活動および人材養成
その他 の業務
文 書 業 務
〔資料出所 〕岡本民夫・奥田いさよ、1988年日本社会福
祉学会 0研究報告資料
ソーシャル
ワーク機能
ソーシャルヮーク業務と
ソーシャルヮーカーの役割
?
?
?
?
?
?
?
?
(1)保健 。医療・福祉制度利用上の諸種
(手続き、条件、内容、窓口等)の説明
と理解
(2)保健 。医療・福祉制度サービスの情報
の提供
(3)利用者の必要なサービス申請や手続き
の代行
(4)利用者の家族関係や近隣関係等の生活
環境の調整
(5)利用者の自立生活の維持・拡大・回復
のための助言・指導
(6)利用者の自立生活支援に必要なサービ
スの紹介・斡旋
?
?
?
〈??
?
?
?
(7)地域の保健 0医療・福祉に関する問題
や情報の把握
(8)利用者の援助方針や援助計画・方法を
めぐる当事者や専門異職種等の調整
(9)利用者やサービス資源間の情報の収集
00 利用者・家族のアドボケートやエンパ
ワーメントの促進
〔〕 危機的介入の必要性の判断・対応
GD 利用者・家族の心理的・情緒的安定と
満足の向上・促進
?
?
????
(3 保健・医療・福祉機関・組織との連携・
協力のための調整
00 高齢者サービス調整会議や地域福祉計
画策定会議等への参加・協力
GD 社会的ネットヮーク相互の連絡・調整
00 保健・医療・福祉にまたがる諸組織・
機関への連絡・紹介・照会・送致
l171 社会的ネットヮークヘの連絡・紹介・
照会・送致
?
?
???? 地域の保健・ 医療・福祉サービス資源の開発 0改善及び相互協力体制の確立
相談協力員の研修会等の企画 0実施
l181
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?
?
??
? 社会的ネットヮークの開発・形成
当事者組織の育成・支援
?
?
?
?
?
?
??
?
「健康祭り」等行事への参加・協力
利用者の生活障害と心身の状態、家族
状況、生活環境等の多角的な総合評価
地域のサービス資源の整備状況や老人
保健福祉計画等の進捗状況等の評価
?
?
?
?
?
?
??
? OD 利用者の自立生活支援に必要なサービ
スの交渉
?
?
?
?
?
?
?
?
00 実習生・ ボランティア受け入れ等の指
導・ プログラムの作成や教育指導
8η 同僚・他専門職種 との研修・研究活動、
コンサルテーション
その他の
親羹    育旨
20 諸種の記録の整備・ ファイリング
29 福祉器具 0用品展示・貸し出しリスト
の作成・業者との連絡・交渉
00 施設長や関係者への報告書の作成
00 利用者の緊急なニーズ対応に必要な一
時的保護的処置
00 利用者・家族参加のもとに行われる援
助方針や援助計画の作成
30 サービス実施状況のモニターとフォロー
在宅介護支援センター、ソーシャルワーカー業務 (表5-4)
?
? 課 業 課 業 内 容
?
? 課 業 課 業 内 容
相
談
業
務
在宅支援相談業務 1
(電話一本で支援セン
ター内で完結する相
談)
1,電話による相談者からの主訴の
把握
相
談
業
務
在宅支援相談業務 6
複数のサービス提供を
要する相談
1.包括的な生活状況の把握
2.必要となる情報を判断し提供
2 相談内容への対応・情報提供 3.現在のサービス利用状況の確認
と問題点の把握3 インテークの言己録
4 支援センター内での報告、上司
への報告
4.家庭の介護力。経済力等の確認
5.危機的介入の必要性の判断。対
応在宅支援相談業務 2
(来所面接対応により、
支援センター内で完
結する相談)
1 電話による相談者からの主訴の
把握 6 利用可能なサービスの情報提供
(公的サービス・民間サービス)2.相談者と利用者の情報を把握
3.他機関の利用状況について確認 7.関係機関とのカンファレンスの
企画・招集 。実施4.相談内容への必要な情報の提供 8 利用者 。家族への情報提供・意
志確認5.面接日程を調整
6.記録および報告 9 申請代行できるサービスの申請
代行在宅支援相談業務 3
(訪間面接対応の調整、
支援センター内で完
結する相談)
1.来所面接の設定・調整
2.面接による情報の収集・問題点
の整理
10.サービス実施状況の確認 。フォ
3.相談内容に対する情報の提供・
サービスの紹介
11.経過記録の整備・ ファイリング
12.新たな問題点への対応
4.訪問面接の調整 在宅支援相談業務 7
困難な問題を抱える相
談
1.支援センター内で協議 (問題点
の整理)5 アセスメントシートの作成
6.記録の整理 2.サービス調整チームヘの事例提
出の調整・提出 。検討
7.支援センター内での報告、上司
への報告 3 ケアマネージャーヘの情報提供の確認
在宅支援相談業務 4
(訪問面接時実施によ
り支援センター内で
完結する相談)
1.訪間による面接の実施 4.解決困難な問題の整理
2.情報確認・情報把握 (住。家族・
精神・衛生 。経済状況他) 5.検討結果に対する利用者・家族との確認
3.緊急度の他界状況への対応相談・
情報提供 6 支援センター内での報告 。上司への報告
4.潜在的ニーズの把握 7.経過記録の整備、ファイリング
5 必要と判断するサービスの紹介・
説明
集
計
と
言己
録
?
?
?
? 月報等の集計と 1.業務日誌の記録
??アセスメントシートの補足・作 2.月間記録の作成
3 申請書代行件数の記録 。統計
7.記録の整理 4.相談者数の記録・統計
8.支援センター内での報告、上司
への報告
5.介護用品貸し出しリストの作成・
記録
在宅支援相談業務 5
併設施設のサービス提
供で完結する相談
(同法人サービス含)
1.併設施設のサービスの受入状況
確認
6 記録のファイリング
7.施設長への現況報告2.併設施設のサービスの内容・状
況等を相談者に情報提供 8.区への現況報告
3.併設施設のサービス担当者へ情
報の提供
?
?
??
?
集計した書類の統計・
分析
1.相談件数の推移 。内容の分析
4.利用者、相談員へ併設施設のサー
ビス担当者を紹介
5.併設施設サービスとの合同カン
ファレンスを企画・招集 。実施
6.併設施設の利用状況の把握およ
び利用後のフォロー
(出典,『婦長主任新事情』産労総合研究所.19993月 p58)
また開発的機能は組織化機能や運動的機能と一体的に展
開されなければ意味を持ち得ない場合が多く、理論上は
ともかく、現実的にはこのように細かく機能を細分化し
てとらえなければならない実効性はあまりないのではな
いだろうか。むしろ、評価、調整、送致、開発、保護、
自立支援という機能分類の方が有効性をもちやすいと考
えられる。この分類としてケアマネジメント機能を単独
に分類化する方法もあるが、しかしケアマネジメント機
能のそれは評価、調整、送致、開発、保護、自立支援に
それぞれ含まれている機能であり、別個に分類化はしな
かった。(表5-4)は在宅介護支援センターのソーシャ
ルヮーカー業務として例示されているものであるが、い
ずれにしても高齢者ソーシャルヮーカーとしての在宅介
護支援センターのソーシャルヮーカーは、これらの多様
な業務を利用者の主体性や自己決定 0選択権を尊重しな
がら推進していくことが求められる。これらの業務を専
門的な役割として遂行していくために、① リンケージ、
② インストラクション、③情報提供とカウンセリング、
④パーソナル0ケア、⑤ ケアマネジメント、⑥ 外部交
渉、⑦情報収集、③有形資産の管理、⑨ プログラム管
理、⑩ スーパービジョン、① ケース管理、⑫ 書類作成
等の技能を修練していくこともソーシャルヮーカーには
一層、必要とされるのである。
おわりに
我が国の社会福祉援助実践方法論は、これまでもそし
て現在も、海外文献や海外事情の紹介と啓蒙が中心的な
位置を占めている。「ケアマネジメント」 と言うとそれ
に関する論説が続出し、「エンパワーメント」となると
類似の現象が生じ、「アドボカシーJとなるとまたまた
同様な現象が生じる。利用者の権利擁護、社会福祉基礎
構造改革をめぐっても似たような現象が生じている。そ
れはともかくソーシャルヮークという言葉や概念をとっ
ても、その職域の範囲やとらえ方、領域別に職域を分類
して呼ぶ場合の呼称や分類の方法も多様である。これま
での考察を通して、在宅介護支援センターのソーシャル
ワークは高齢者ソーシャルヮークとしてとらえられ、か
かる実践を担うのがソーシャルヮーカーであると規定さ
れる。また、その専門的業務と役割は、「相談援助」業
務という一言に要約されるが、その意味内容は、利用者 0
家族介護者の主体性や生活の現実性を見据えながら、利
用者 。家族介護者との相談面接を中心的な媒介機能にも
ちながら自立生活の支援という目標に沿いながら多様な
業務と役割を遂行することである。その内容を構成する
要素は次のような項目に整理できる。それは、(1)利用
者の生活障害と心身の状態、家族状況、生活環境等の多
角的なアセスメント、(2)地域のサービス資源の整備状
況や老人保健福祉計画等の進渉状況等の評価、ほ)地域
の保健 。医療・福祉に関する問題や情報の把握という評
価的機能、(4)保健・ 医療 0福祉機関・ 組織との連携・
協力のための調整、コンサルテーション、 (5)高齢者サー
ビス調整会議や地域福祉計画策定会議等への参加・協力、
(6)社会的ネットヮーク相互の連絡・調整、(7)利用者の
家族関係や近隣関係等の生活環境の調整、(81利用者の
援助方針や援助計画・方法をめぐる当事者や専門異職種
等の調整、(9)利用者やサービス資源間の情報の収集と
いった調整的機能、さらに、00保健・医療・福祉にま
たがる諸組織・機関への連絡・ 紹介・照会・送致、1〕
社会的ネットヮークヘの連絡・紹介・照会・送致という
送致的機能、GO社会的ネットヮークの開発・形成、 00
地域の保健・医療 。福祉のサービス資源の開発 0改善お
よび相互協力体制の確立、10当事者組織の育成 0支援
という開発的機能、09利用者の緊急なニーズ対応に必
要な一時的保護的処置、00利用者の必要なサービス申
請や手続きの代行、Gη利用者の自立生活支援に必要な
サービスの交渉のような保護的機能、そしてGD保健・
医療・福祉制度利用 上の諸種 (手続き、条件、内容、窓
回等)の説明と理解、09保健・ 医療・ 福祉制度サービ
スの情報の提供、20利用者の自立生活支援に必要なサー
ビスの紹介・斡旋、CD利用者の自立生活の維持・拡大・
回復のための助言・指導、2)利用者・家族のアドボケー
トやエンパヮーメントの促進、2紛危機的介入の必要性
の判断・対応、00利用者・ 家族参加のもとに行われる
援助方針や援助計画の作成、29サー ビス実施状況のモ
ニターとフォロー、20利用者・ 家族の心理的・ 情緒的
安定と満足の向上・促進などのような自立支援機能を遂
行していくことである。
つまり、「相談援助」とは、相談面接を中心的な媒介
機能としてもつ評価、調整、送致、開発、保護、自立支
援機能を内包してはたすソーシャルヮーク固有の専門的
業務であると言うことができる。同時に、2つ諸種の記
録の整備 。ファイリング、2い実習生・ ボランティア受
け入れ等の指導・ プログラムの作成や教育指導、29同
僚・他専門職種との研修・研究活動、00「健康祭り」等
行事への参加 0協力、01)福祉器具・ 用品展示・ 貸 し出
しリストの作成 0業者との連絡・ 交渉、OD施設長や関
係者への報告書の作成、0粉相談協力員の研修会等の企
画・実施、などのような付随業務がルーティンな業務の
中に多様な形で加わってくることになる。高齢者ソーシャ
ルヮーカーは利用者や家族介護者に安心感や信頼感とい
う援助関係を創 り出しながら自己決定を尊重 しつつ、ソー
シャルな生活の維持・拡大を目指 して彼等と一緒に歩む
専門的役割をもつパー トナーである。 このようにみて く
ると、文字通 りの「相談」援助業務だけで成 り立 ってい
る職業は臨床心理士や経営 コンサルタント等、一部の専
門職に限 られているのが現実といえる。
以前、 ソーシャルヮークの専門性について奥田いさよ
は、 2つの側面から考察すべきであると示唆 した。 1つ
は外なる専門性、つまリソーシャルヮークが他の対人援
助専門職 と明確に区別できるかどうかに関わる専門性で
あり、 もう1つは内なる専門'性、つまリソーシャルヮー
クにおける専門分野、あるいは特定の分野に関 しての専
門的知識や技能に関わる専門性である。保健・ 医療・福
祉領域間の有機的連携が叫ばれ、介護保険制度の下にケ
アマネジャーという、さまざまな領域出身者が一定の資
格修得後には同 じラインに立 ってケアマネジメント業務
を行 うことになる。 ソーシャルヮークの固有の役割や業
務を専門的なものとして存在証明を明示 しつつ、他の専
門異職種や市民か らの認知と社会的評価を得るためには、
海外の文献紹介や啓蒙だけではなく、我が国の社会福祉
ソーシャルヮーク実践の場で実証的・探索的な研究を積
み重ねることが最 も重要であることを改めて強調 してお
きたい。
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Counseling and lnterviewing through an lntermediary Function for the Elderly
OWADA Takesi
What is the definition of the social work? What are the specific duties in the
social work, which would be evaiuated by other professions under the circumstances
that public health, medical care and welfare?
In this paper I examined the definition of the social work for the elderly,
through the analysis of a survey on the condition of counseling at 'Zaitakukaigo
Shien Center' where they support and consult people who have the elderly to be
cared at home. As the results, I verified the social work was the duties that
comprise various practical skills, which are cliebts' assessment, coordination,
referral, development, self-support and other functions to maintain and expand
their social life through the counseling and interviewing clients. There are 33
practical topic areas. These (33) a.eas combine the factors of the counseling an
d supporting d.uties which social workers work at 'Zartakukai.go Shien Center'.
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